
（平成２２年10月20日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 29 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 18 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 65 件

国民年金関係 22 件

厚生年金関係 43 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 4865 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から同年９月まで 

私は、結婚のため会社を退職し、昭和 52 年４月ごろ、Ａ市役所で国民年

金の加入手続を行った。 

Ｂ市に転居した当初は、市の納付書を使って、１回から２回の国民年金保

険料を納付した。その後、自宅に来ていた女性の集金人に保険料を毎月納付

した。 

Ｂ市に転居してからの国民年金保険料の未納はあり得ないので納得でき

ない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ市に転居した当初は、市の納付書を使って、１回から２回の国

民年金保険料を納付し、その後、自宅に来ていた女性の集金人に保険料を納付

したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金保険料の納付に関する記録を見ると、オンライン

記録から、Ｂ市に転居した昭和 57 年 12 月から 60 歳に到達するまで、申立期

間を除き、保険料をすべて納付していることが確認でき、申立人の納付意識の

高さがうかがえる。 

また、申立期間直前の昭和 59 年 10 月から 60 年３月までの国民年金保険料

を 61年１月 31日に過年度納付していることがオンライン記録から確認できる

ところ、この過年度納付時点において、申立期間の保険料を現年度納付するこ

とが可能である。 

さらに、申立期間は６か月間と短期間であり、申立期間当時に特段の生活状

況の変化はうかがえず、申立人の納付意識の高さを踏まえると、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 4866 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年３月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から 49年３月まで 

              ② 昭和 59年３月 

    結婚後に義母が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は夫及び義母

の分と一緒に義母が集金人に支払ってくれていたと思う。夫及び義母は納付

になっているのに私だけ未納とされているのはおかしい。 

    昭和 59 年３月の国民年金保険料は夫婦共に口座振替で納付しており、未

納となるはずがない。夫の保険料も未納になっているので夫と一緒に申し立

てをしたところ、後日、夫の納付記録は年金事務所において記録が回復され

た。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年４月に結婚し、結婚後は義母が申立人の国民年金の加

入手続及び国民年金保険料の納付を行っており、申立期間②については、口座

振替で納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立期間②について、オンライン記録を見ると、夫婦共に昭和 60

年 11 月９日に納付書が発行された記録が確認でき、夫婦の納付状況から申立

期間②に係る過年度納付書であると推測され、この時点で納付が可能である。 

また、申立人は婚姻後、申立期間①及び②以外の国民年金保険料はすべて

納付済みとなっており、申立人の夫も保険料の未納期間は無いことから、夫婦

の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間②は１か月である上、前後の国民年金保険料は納付され



                      

  

ており、夫婦の納付意識の高さを踏まえると、納付書を受け取った申立期間②

の保険料を過年度納付したと考えるのが自然である。 

一方、申立期間①について、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、

申立人の国民年金手帳記号番号が昭和 49年７月に払い出されていることが国

民年金手帳記号番号払出簿から確認できる上、特殊台帳を見ると、国民年金

手帳発行日は同年６月となっていることが確認できる。この場合、払出時点

において、申立期間①の国民年金保険料は過年度納付が可能であるが、申立

人は「保険料を過年度納付したという話を義母から聞いたことは無い。」と陳

述しており、申立期間①の保険料を過年度納付したことをうかがうことはで

きない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付には直接関与して

おらず、加入手続及び保険料の納付を行ったとする義母は既に死亡しており、

当時の事情は不明である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 59年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 4867 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 57年４月から 58年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月から同年 10月まで 

             ② 昭和 51年７月から 52年３月まで 

             ③ 昭和 57年４月から 58年３月まで 

④ 昭和 58年４月から 61年３月まで 

    私は、Ａ市に転居後、しばらくして母から勧められて国民年金に加入した。

国民年金保険料は、納付書が届いたので納付していた。 

    申立期間①については、昭和 50年度の領収書には「済」と書かれており、

国民年金保険料を納付したはずだ。保管している同年度から 57 年度までの

領収書には、領収印のあるものと、「済」と書かれているものがあるが、Ａ

市役所で保険料を納めたとき「市の記録は納付済みになっているからこれで

いい。」と言われた。 

    申立期間②については、Ａ市役所で国民年金保険料を納付したとき、領収

書に「済」と書かれたにもかかわらず、別の納付書が届いたので重複して納

付した。 

    申立期間③については、昭和 57年度の領収控えを持っている。 

    申立期間④の昭和 58年４月から 61 年３月までの期間については、領収書

は無いが、毎年送られてくる納付書で納めた。 

    必ず納めているので、申立期間①、③及び④が未納の記録とされているこ

と及び申立期間②が重複納付とされていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間③について、申立人が所持する社会保険事務所（当時）発行の申立

期間③に係る昭和 57 年度分の国民年金保険料の領収控えを見ると、領収印欄



                      

  

に領収印が無く、手書きで「12／10 済」と書かれている。申立人は、この領

収控えを含め所持する領収書に書かれた「済」の文字は、保険料納付の際に役

所又は金融機関が領収印の代わりに記載したものであると申し立てているが、

役所又は金融機関が記載したとは考え難く、申立人自身が覚書として記載した

ものと考えるのが相当である。 

   このことを踏まえると、昭和 57 年度分の国民年金保険料の領収控えに書か

れた「12／10済」は、申立人が「12月 10日」に保険料を納付したことをメモ

したものと考えられるところ、昭和 58年 12 月のボーナスが支給されたころ申

立期間③の保険料を納付したとの陳述に符合することから、当時の納付を示す

ものとして、この領収控えを長年にわたり国民年金手帳とともに保管していた

と考えるのが自然であり、申立期間③の保険料については、納付していたもの

と認められる。 

   一方、申立期間①について、申立人の国民年金の資格に関する記録を見ると、

特殊台帳、オンライン記録及び市の被保険者名簿から、昭和 50年 11月に任意

加入するまで国民年金被保険者資格を取得した形跡が無く、申立期間①は国民

年金の任意加入期間における未加入期間であることから、国民年金保険料を納

めることはできない。 

   また、申立人が所持するＡ市発行の昭和 50 年度の国民年金保険料納入通知

書兼領収証書を見ると、昭和 50 年４月から同年６月までの第１期及び同年７

月から同年９月までの第２期の欄には納付不要の印が確認できる。さらに、同

年 10月から同年 12月までの第３期については、「10月」の表示を印で抹消し、

保険料額は 2,200 円と当時の２か月分の保険料額が記載されているが、51 年

１月から同年３月までの第４期の保険料額は 3,300 円と３か月の保険料額が

記載され、第３期及び第４期には 50 年 12 月 31 日の領収印が押されている。

これらのことから、任意加入した同年 11 月の保険料から納付が始まったこと

が確認でき、申立期間①の保険料を納付したとは考え難い。なお、第１期から

第４期までの領収印欄には「済」の文字が書かれているが、市は「保険料を収

納する場合、領収印を押すことになっており、手書きで「済」と書くことはな

い。」と回答しており、これらの「済」の文字は、市の保険料収納を示すもの

ではなく、必要な手続を終えたことを申立人がメモしたものと考えるのが相当

である。 

   申立期間②について、申立人が所持する社会保険事務所発行の昭和 51 年７

月から 52 年３月までの国民年金保険料の過年度納付書を見ると、同年 10 月

21 日付けの郵便局の領収印が押されており、申立期間②の保険料を過年度納

付したことが確認できる。 

   しかし、申立人が所持するＡ市発行の昭和 51 年度の国民年金保険料納入通

知書兼領収証書を見ると、第１期の領収印欄には、昭和 51年５月 28日付けの

Ａ市の領収印が押されているが、申立期間②に相当する第２期、第３期及び第



                      

  

４期の領収印欄には領収印が無く、手書きで「済」と書かれている。このこと

について、申立人は市役所窓口で第２期から第４期までの保険料をまとめて現

年度納付した際に「済」と記載されたと陳述しているが、市役所窓口において、

現年度保険料の収納の際に領収印が押されずに「済」の文字が書かれたとは考

え難い。これらのことを踏まえると、申立期間②の保険料は現年度納付されな

かったことから、社会保険事務所が発行した過年度納付書により郵便局で納付

されたものと考えられ、過年度納付をした期間に相当する期間について、国民

年金保険料納入通知書兼領収証書に申立人が「済」と記載したと考えるのが相

当であり、申立期間②の保険料が重複して納付されたとは考え難い。 

   申立期間④について、申立人の資格に関する記録を見ると、特殊台帳から、

昭和 58 年４月１日付で国民年金の任意資格を喪失したことが確認できる上、

Ａ市の被保険者名簿でも、同一日に資格を喪失した記録が確認できることから、

申立期間④は、国民年金の任意加入期間における未加入期間となり国民年金保

険料を納めることはできない。 

   このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和57年４月から58年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4868 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年６月の付加保険料を含む国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年６月 

    私は、申立期間当時、国民年金に任意加入して口座振替手続をしたが、す

ぐにはできないと言われ、申立期間の国民年金保険料は付加保険料を含めて

現金で納付した記憶がある。 

また、私は、年金手帳を２冊所持しているが、古い方の国民年金手帳では、

付加年金を含めて申立期間に任意加入したようになっているので、申立期間

が未加入とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当時学生であった昭和54年12月に国民年金に任意加入して以降、

申立期間を含む３か月間の未加入期間を除き、現在まで国民年金保険料の未納

期間は無い上、55 年４月からは付加年金にも加入しており、年金に対する意

識の高さがうかがえる。 

また、申立人が所持する２冊の国民年金手帳のうち昭和 54 年交付の年金手

帳によると、当該手帳の「国民年金の記録（１）」欄については、それぞれ異

なる筆跡で記載されていることから、被保険者資格に変更が生じた都度記載さ

れたとみられるところ、同欄において、申立期間の頭初である 59 年６月４日

に任意加入被保険者として資格を再取得し、併せて付加年金に加入している旨

記載されていることが確認でき、任意加入被保険者として資格を再取得した申

立人が、手続を行った当月である申立期間（１か月）の国民年金保険料につい

て、付加保険料を含めて納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保険

料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4869 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年４月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年４月から 57 年３月まで 

    昭和 45 年８月ごろ、当時私が働いていた店の主人に勧められて国民年金

の加入手続を行った。結婚後、１年近く遅れたが、Ａ市からＢ市Ｃ区へ転居

した際、Ｃ区役所で結婚届と一緒に国民年金の手続も行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、わが家の経理面を担当していた義

母が、私たち夫婦を含めた３人分の保険料を納付書により昭和 51 年４月か

ら当時のＤ銀行Ｅ支店の外交員に毎月末に納付していた。56 年ごろからは

私が徐々に引き継いで３人分を納めてきたことをはっきり覚えている。 

    一緒に納めた母及び夫は納付済みとされながら、私だけが未納の記録とさ

れていることに納得できず、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年ごろまでの期間については、店の経

理を担当していた申立人の義母が、申立人、その夫及び義母自身の３人分の国

民年金保険料を納付書により、取引銀行の外交員を通じて納付し、同年ごろか

らは申立人自身が、同様に３人分の保険料を納付していたと主張しているとこ

ろ、申立人の夫は、自身も成人になってから義母の養子になっており、義母が

保険料の納付などで夫婦の間に差をつけることはあり得ないと証言している

上、オンライン記録によると、申立人の夫及び義母は申立期間の保険料を納付

していることが確認でき、申立人の主張に不自然さはうかがえない。 

また、申立人に係る年金記録に関して、i)オンライン記録によると、申立人

については昭和 50年１月１日に国民年金の被保険者資格を喪失後、約 10年後

の 60年４月 19日に当該資格喪失の記録が取り消された上、取り消されるまで

の間、国の記録上被保険者資格を有しておらず、制度上国民年金保険料を納付



                      

  

することができない期間となる 57 年４月から 59 年３月までの 24 か月の納付

記録が追加訂正されているなど、不自然な記録訂正の経緯が確認できること、

ⅱ)特殊台帳によると、57年４月から 60年３月までの 36か月の現年度納付に

係る納付記録について、各年度にその都度記載されたとは考え難い画一的かつ

不自然な記載状況となっていることが確認でき、これらの記載が上記の不自然

なオンライン記録の訂正が行われた同年４月ごろにさかのぼってなされた可

能性が否定できないこと、ⅲ)オンライン記録によると、取り消される前の資

格喪失日が 50 年１月 1 日である旨記録されているが、一方、特殊台帳による

と、資格の喪失が 51 年１月である旨記録されていることが確認でき、相互の

記録に不整合が認められることから、申立人の納付記録について適正な管理が

なされていなかった可能性がうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4870 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成６年７月及び同年８月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成６年２月 

                     ② 平成６年７月及び同年８月 

  私が大学生であった時、母親が私の国民年金の加入手続を行ってくれた。

その際、母親は、平成３年４月に法律が変わり、大学生も国民年金に加入し

なければならない制度になったことを意識した上で、私の国民年金保険料に

ついてさかのぼれるだけさかのぼって納付してくれたと聞いている。 

それ以降も、私は国民年金に係る手続の一切及び国民年金保険料の納付を

母に任せており、申立期間①及び②について、母は、申立期間当時私の住所

地であったＡ市の市役所、あるいは実家の住所地にあたるＢ市の市役所のい

ずれかで手続を行い、特に申立期間②に当たる平成６年７月又は同年８月ご

ろには、Ａ市からＢ市へ住民票の異動手続を行った折、Ｂ市役所の窓口で担

当者に私の国民年金手帳を見せて年金記録を確認し、未納期間が無いように

納付したはずであるとしている。 

申立期間当時の国民年金保険料額は定かでなく、当時の国民年金手帳も紛

失し、申立期間①及び②に係る領収書も残っていないが、母が申立期間①及

び②についてのみ保険料を納付していないとは考え難く、未納期間とされて

いることは納得できない。調査の上、納付記録を訂正してほしい。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入期間については、通算３か月と短期間である申立期間

を除き、すべて国民年金保険料の納付済期間であることに加え、申立人から保

険料の納付を任されていたとする申立人の母親も、申立期間を通じて高齢任意

加入中、かつ、付加保険料も併せて現年度納付済みであることがオンライン記



                      

  

録から確認でき、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の住民票上の住所変更履歴について、申立人に係る戸籍の附票

を見ると、平成３年８月以降の住所地はＡ市であり、その後、申立期間②の途

中に当たる６年８月＊日にＢ市へと住所変更されていることが確認できる。こ

の場合、申立期間②について、申立人の母親が申立人に係る現年度納付書を入

手し、Ｂ市にて申立人の国民年金保険料を現年度納付することは可能であった

上、自らも高齢任意加入中で納付意識の高い申立人の母親が、申立人の退職時

期を認識した上でＡ市役所及びＢ市役所の双方を訪れながら、申立期間②の保

険料を未納のまま看過するとは考え難く、上記住所変更手続時期に申立期間②

に係る保険料の納付がなされたとしても不自然ではない。 

一方、申立期間①について、申立人の母親は、申立期間①当時に申立人が転

職していたこと自体知らず、その転職に伴って国民年金被保険者資格の再取得

手続及び国民年金保険料納付の必要が生じたことも把握していなかったとし

ている上、当時の申立人の住所地のＡ市役所で保険料を納付した記憶は無いと

していることからも、申立期間①に係る保険料が現年度納付されたとは考え難

い。 

さらに、申立人がＢ市役所に転居した平成６年８月時点において、申立期間

①に係る国民年金保険料は、過年度保険料としてなら納付可能だったものの、

市の窓口では過年度保険料を納付できないことから、申立期間①について過年

度納付がなされたとすることは、申立人の母親がＢ市役所の窓口で保険料を納

付したとする主張と一致しない。 

加えて、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書の控え等）は無く、ほかに申立期間①の保険料が納付さ

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成６年７月及び同年８月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 4871 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から同年３月まで 

私の国民年金保険料については、20 歳から実家の両親が納付してくれて

いたが、私がＡ市に転入届を行った昭和 52 年ごろに、両親から国民年金手

帳を受け取って以降は、私が自分で保険料を納付している。 

 一時期、借入金の返済等で国民年金保険料の納付が遅れたこと及び納付す

る余裕が無いときには免除してもらったこともあるが、私は、これまで請求

された保険料はすべて納付しているはずである。 

 申立期間が未納とされているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、満 20 歳に到達した昭和 47 年＊月以降、現在までの約 38 年間に

わたり、申立期間以外に国民年金保険料の未納が無いことから、申立人の実家

の両親及び申立人の納付意識が高いものと認められる。 

 また、申立人の特殊台帳によると、申立期間直後の昭和 59 年４月以降の３

年間が申請免除期間となっており、当時、生活に余裕が無かったことがうかが

えるものの、同年 11 月に、58 年１月から申立期間直前の同年 12 月までの国

民年金保険料をまとめて過年度納付していることなどを踏まえると、納付意識

の高い申立人が、３か月間と短期間である申立期間の保険料のみを一緒に過年

度納付しない理由は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年４月から 50年７月までの期間及び 54年４月から 57年３

月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年４月から 50年７月まで 

             ② 昭和 54年４月から 57年３月まで 

    私は、昭和 46 年ごろから、夫が入退院を繰り返し、国民年金保険料の納

付が困難になったので、区役所で相談したところ、職員から保険料を免除で

きる制度があることを教えてもらった。私が最初に免除手続を行ったのは、

夫が会社で障害年金を受給するようになったころであったと思う。 

 私の国民年金手帳には、免除してもらったことがはっきり記載されている

のに、社会保険庁(当時)の記録に免除記録が無かったことから、平成 20 年

６月に社会保険事務所(当時)に年金記録の照会を行ったところ、そのうちの

昭和 50年８月から 51年３月までの期間のみが免除と認められたが、それ以

外の申立期間①及び②については、免除が認められず、未納とされたことは

納得できない。 

 私は、生活が苦しいときでも国民年金保険料を未納にしたことは無く、こ

れまで、免除が取り消されたという通知を見たことも、そのようなことを聞

かされたこともないのに、なぜ、一部の期間しか免除を認めてもらえないの

か、理由を含めて、もう一度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の特殊台帳によると、申立人が国民年金被保険者の資格を再取得した

昭和 48 年４月１日以降の国民年金被保険者期間は、強制加入被保険者として

管理されるとともに、申立期間①を含む 49年４月から 51年３月までの期間及

び申立期間②は、免除期間となっていたことが確認できるが、申立人の夫が

57 年１月に死亡した直後の同年３月に、48 年４月以降の申立人の被保険者資



                      

  

格を任意加入と訂正した上で、当該免除期間については、申立人は、制度上、

強制加入とならない者であったとして、未納期間へと記録が訂正されている。

その理由については、特殊台帳に記載が見られないが、申立人の遺族年金裁定

時において、同年４月当時、夫が厚生年金保険に加入中である上、夫は、会社

を退職した時点で既に旧厚生年金保険法による障害年金受給権者であること

が判明したことによるものと推認される。一方、申立人の所持する国民年金手

帳を見ると、当該免除期間のうち、49年４月から 51年３月までの期間及び 54

年４月から 55 年３月までの期間について、免除を承認した表示が確認できる

とともに、申立人は、上記の記録訂正が行われた後の 57年５月 16日に厚生年

金保険被保険者の資格を取得したため、同日付けで国民年金被保険者の資格を

喪失しているが、当該手帳にはそのことが記載されていることから、申立人が、

当該手帳を持参して区役所で資格喪失届を行ったものと考えられるところ、当

該手帳には、免除を取り消した事跡は見当たらない上、被保険者資格について

も強制加入のまま訂正されていないことから、当該資格喪失届時において、申

立人に対して免除の取消し及び被保険者資格の訂正に関する説明がなされな

かったものと考えるのが自然である。 

 また、申立人のオンライン記録によると、その後、昭和 62 年 11月及び平成

20年 11月の２回にわたり、国民年金被保険者の資格等に関し記録訂正が行わ

れているところ、昭和 62 年 11 月の記録訂正においては、48 年４月以降の被

保険者期間を再び強制加入期間とした上で、57 年３月に免除期間から未納期

間へ記録訂正した期間について、未加入期間へと記録を訂正している。しかし

ながら、この時期に改めて 48 年４月以降の期間を強制加入期間とする合理的

な理由は見当たらない上、当時、行政側が、何らかの理由で申立人を強制加入

被保険者として認定したものであれば、国民年金の任意加入期間でもなく、他

の公的年金の加入期間でもない期間を未加入期間として記録を訂正する制度

上の根拠も見当たらないなど、事務処理の不手際が認められるとともに、これ

らの記録訂正の過程からは、この当時においても、行政側が申立人に対して免

除の取消しに言及したとは考え難い。 

 さらに、平成 20 年６月の申立人からの年金記録照会に伴って実施したとみ

られる同年 11月の記録訂正によると、申立人の特殊台帳に基づいて、昭和 48

年４月以降の国民年金被保険者期間を本来の任意加入期間に再訂正している

にもかかわらず、申立人の夫が会社を退職し、夫の特殊台帳の記録上、国民年

金の強制加入被保険者として資格を取得したとされる申立期間①直後の 50 年

８月から、申立人自身が厚生年金保険被保険者の資格を取得する前月の 51 年

３月までの期間のみを強制加入期間とするとともに、当該期間を未加入期間か

ら免除期間へと記録を復活させている。この場合、夫が厚生年金保険被保険者

でなくなったことをもって、強制加入期間としたものと推認されるが、前述の

とおり、夫は、会社を退職した時点で既に障害年金受給権者であることから、



                      

  

当該期間について、強制加入期間とすることは誤りであり、この限りにおいて、

制度上、免除を認めることはできないものと考えられる。 

しかしながら、申立人は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月以降、免

除されていた期間を除いて国民年金保険料を完納するとともに、厚生年金保険

との切替手続も適切に行っているほか、これまで、免除承認の記載がある国民

年金手帳を所持し、区役所及び社会保険事務所から免除が取り消されたことを

聞いたことが無いと主張していることなどを踏まえると、申立人の免除に基づ

く年金給付に対する期待と信頼は、20 年以上の長期間にわたり醸成されてき

たものと認められるところであり、申立期間①を含む 49年４月から 51年３月

までの期間及び申立期間②について、保険料の免除を行うことが制度的に可能

な強制加入期間でなくなったことを理由として、免除の取消しを行うことは信

義衡平の原則に反するものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 4873（事案 3334の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 45年３月まで 

私は、前回、申立期間を含む５か所の期間について、夫婦の国民年金保険

料を私が集金人に一緒に納付していたことから、年金記録確認第三者委員会

に申し立てたところ、そのうち、昭和 36 年 10 月から 37 年３月までの保険

料のみ納付が認められたが、それ以外の期間については納付を認められなか

った。 

 しかし、国民年金手帳の印紙検認記録欄に、集金人がボールペンで国民年

金保険料額を記載した申立期間については、妻が、私の指示で区役所に出向

いて納付書を作成してもらい、夫婦の保険料をまとめて納付したことを思い

出してくれたので、もう一度年金記録確認第三者委員会で審議の上、納付済

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間を含む当初の５か所の期間については、申立人は、集金人による現

年度納付を強く主張し、申立人が申立人夫婦の国民年金保険料を一緒に納付し

ていたと申し立てていたところ、当該期間のうち、昭和 36 年 10 月から 37 年

３月までの期間については、申立人の妻は納付済期間である上、当時の記録管

理に不備がうかがえることなどから、保険料を納付していたものと認め、それ

以外の期間については、妻も未納であり、夫婦の国民年金手帳に、集金人に保

険料を納付していたことを示す検認印が確認できないほか、納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらないことなどから、保険料を納付していた

ものと認めることはできないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 21

年 10 月９日付けで年金記録の一部訂正が必要であるとする通知が行われてい

る。 

 しかしながら、申立人は、当初の決定後に、申立期間に係る夫婦の国民年金



                      

  

保険料については、申立人の妻が、申立人の指示で区役所に出向いて納付書を

作成してもらい、まとめて納付したとして再申立てを行っている。 

 そこで、申立人夫婦に係る申立期間当時の国民年金手帳の印紙検認記録欄を

見ると、申立期間直前の昭和 43 年３月以前の期間には、転居前のＡ市の検認

印が確認できるが、申立期間である昭和 43 年度及び 44 年度に検認印が無く、

そこには、申立人夫婦とは明らかに異なる筆跡により、国民年金保険料月額が

ボールペンでまとめて記載されている上、当該保険料額は、年度途中で額改定

が実施された昭和 44 年１月以降の期間を含めて当時の保険料額と一致すると

ともに、申立期間直後の 45 年４月から同年９月までの期間については、同年

10月 31日付けで、転居後のＢ市Ｃ区の集金人による検認印が確認できること

から、転居後初めて申立人宅を訪問した同集金人が、当該期間の保険料を集金

した際、その時点において過年度保険料となる申立期間の保険料について、納

付を促すために、印紙検認記録欄に保険料額を記載したものと考えるのが自然

である。 

 また、検認印が確認できる申立期間直後の昭和 45 年４月から同年９月まで

の期間の印紙検認台紙は、印紙が貼付
ちょうふ

されたまま切り取られずに残っている上、

当該期間については、当初、夫婦共に国民年金保険料の未納期間とされていた

ところ、平成８年に、申立人が社会保険事務所(当時)に国民年金手帳を提示し

たことにより納付済期間として記録が訂正されていることから、当時における

行政側の事務的過誤が認められる。 

 さらに、以上の内容を踏まえた上で、申立人及びその妻に対して、それぞれ

に当時の状況について改めて事情を聴取したところ、申立人は、国民年金保険

料額が年度途中で改定されていることに当時不信感を抱いたこと、及び集金人

が申立期間の保険料を受け取らないことに関して、集金人と口論となり、それ

以来集金人が自宅に来なくなったが、その後すぐに妻に約２万円を持たせて、

区役所で申立期間の保険料を納付してくるよう指示したことを思い出したと

陳述するとともに、妻は、時期は定かではないが、過去に一度だけ、１歳ぐら

いの子供を乳母車に乗せて、保険料を納付するために区役所に出向いたが、区

役所では保険料を納付できないと言われたので、作成してもらった納付書を持

って、銀行で夫婦の保険料を納付したことがあるとし、納付金額は１万円を少

し超えるぐらいであったと具体的に陳述している。この場合、申立期間に係る

夫婦二人分の保険料額とおおむね一致するとともに、当時の区役所における過

年度保険料の取り扱いとも符合しているなど、夫婦の陳述内容に特段不合理な

点は認められない上、その納付時期は、これらの陳述内容等から昭和 45年 10

月末ごろであると推認されることから、申立期間については、時効にかからず

過年度納付が可能な期間であったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4874（事案 3354の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 45年３月まで 

私は、前回、申立期間を含む４か所の期間について、夫婦の国民年金保険

料を夫が集金人に一緒に納付していたことから、年金記録確認第三者委員会

に申し立てたところ、すべての期間について納付を認められなかった。 

 しかし、国民年金手帳の印紙検認記録欄に、集金人がボールペンで国民年

金保険料額を記載した申立期間については、夫の指示により、私が区役所に

出向いて納付書を作成してもらい、夫婦の保険料をまとめて納付したことを

思い出したので、もう一度年金記録確認第三者委員会で審議の上、納付済期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間を含む当初の４か所の期間については、申立人の夫は、集金人によ

る現年度納付を強く主張し、夫が申立人夫婦の国民年金保険料を一緒に納付し

ていたと申し立てていたところ、当該期間は夫も未納であり、夫婦の国民年金

手帳に、集金人に保険料を納付していたことを示す検認印が確認できないほか、

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらないことなどから、すべ

ての期間について、保険料を納付していたものと認めることはできないとして、

既に当委員会の決定に基づき、平成 21年 10 月９日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている 

しかしながら、申立人は、当初の決定後に、申立期間に係る夫婦の国民年金

保険料については、夫の指示により、申立人が区役所に出向いて納付書を作成

してもらい、まとめて納付したとして再申立てを行っている。 

そこで、申立人夫婦に係る申立期間当時の国民年金手帳の印紙検認記録欄を

見ると、申立期間直前の昭和 43 年３月以前の期間には、転居前のＡ市の検認



                      

  

印が確認できるが、申立期間である昭和 43 年度及び 44 年度に検認印が無く、

そこには、申立人夫婦とは明らかに異なる筆跡により、国民年金保険料月額が

ボールペンでまとめて記載されている上、当該保険料額は、年度途中で額改定

が実施された昭和 44 年１月以降の期間を含めて当時の保険料額と一致すると

ともに、申立期間直後の 45 年４月から同年９月までの期間については、同年

10月 31日付けで、転居後のＢ市Ｃ区の集金人による検認印が確認できること

から、転居後初めて申立人宅を訪問した同集金人が、当該期間の保険料を集金

した際、その時点において過年度保険料となる申立期間の保険料について、納

付を促すために、印紙検認記録欄に保険料額を記載したものと考えるのが自然

である。 

また、検認印が確認できる申立期間直後の昭和 45 年４月から同年９月まで

の期間の印紙検認台紙は、印紙が貼付
ちょうふ

されたまま切り取られずに残っている上、

当該期間については、当初、夫婦共に国民年金保険料の未納期間とされていた

ところ、平成８年に、夫が社会保険事務所(当時)に国民年金手帳を提示したこ

とにより納付済期間として記録が訂正されていることから、当時における行政

側の事務的過誤が認められる。 

さらに、以上の内容を踏まえた上で、申立人及びその夫に対して、それぞれ

に当時の状況について改めて事情を聴取したところ、夫は、国民年金保険料額

が年度途中で改定されたことに当時不信感を抱いたこと、及び集金人が申立期

間の保険料を受け取らないことに関して、集金人と口論となり、それ以来集金

人が自宅に来なくなったが、その後すぐに申立人に約２万円を持たせて、区役

所で申立期間の保険料を納付してくるよう指示したことを思い出したと陳述

するとともに、申立人は、時期は定かではないが、過去に一度だけ、１歳ぐら

いの子供を乳母車に乗せて、保険料を納付するために区役所に出向いたが、区

役所では保険料を納付できないと言われたので、作成してもらった納付書を持

って、銀行で夫婦の保険料を納付したことがあるとし、納付金額は１万円を少

し超えるぐらいであったと具体的に陳述している。この場合、申立期間に係る

夫婦二人分の保険料額とおおむね一致するとともに、当時の区役所における過

年度保険料の取り扱いとも符合しているなど、夫婦の陳述内容に特段不合理な

点は認められない上、その納付時期は、これらの陳述内容等から昭和 45年 10

月末ごろであると推認されることから、申立期間については、時効にかからず

過年度納付が可能な期間であったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 4875 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54年１月から同年３月までの期間、60年

４月から 61年３月までの期間及び 63年 10月から同年 12月までの期間の国民

年金保険料については、納付していたものと認められ、55年４月から 56年３

月までの保険料については、免除されていたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54年１月から同年３月まで 

② 昭和 54年 10月から 56年３月まで 

③ 昭和 60年４月から 61年３月まで 

④ 昭和 62年４月から 63年３月まで 

⑤ 昭和 63年 10月から同年 12月まで 

 会社退職後、自営業を開始したが、義母から自営業を続けるなら、国民年

金に加入しておいた方がよいと言われ、国民年金に加入した。 

 義母と同居していた昭和 59 年末ごろまでの国民年金の加入手続、申立期

間①の国民年金保険料の納付及び申立期間②の申請免除の手続は、私、妻又

は義母のいずれかが行い、それ以降の申立期間③の追納保険料の納付、申立

期間④の免除申請の手続及び申立期間⑤の保険料の納付は私又は妻が行っ

た。 

 申立期間①から⑤について、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、昭和 51年５月 14日に払い出されており、この国民年金手

帳記号番号の払出時期からみて、申立期間①、③及び⑤の国民年金保険料の納

付並びに申立期間②のうち、55年４月から 56年３月までの免除申請を行うこ

とは可能である。 

また、オンライン記録を見ると、申立人とともに申立期間の国民年金保険料



                      

  

の納付及び免除申請手続を担っていたとする申立人の妻及び義母の保険料に

未納は無く、また、義母は国民年金加入当初、自身の保険料について、未納と

ならないよう免除申請手続を行っており、申立人の妻及び義母の国民年金制度

に対する関心の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間①及び⑤について、オンライン記録を見ると、申立人の申

立期間①前後の国民年金保険料は現年度納付しており、また、特殊台帳を見る

と、申立人及びその妻の申立期間①の保険料について未納催告が行われ、妻の

保険料は昭和 54年 10月に過年度納付されており、一方、申立人の申立期間⑤

前後の保険料は納付済みとなっており、また、申立期間⑤の直前の 63 年４月

から同年９月までの夫婦の保険料の納付日は一致している上、妻の申立期間⑤

の保険料は現年度納付している。 

以上のことから、それぞれ３か月と短期間である申立期間①及び⑤の国民年

金保険料を未納のまま放置したとは考え難い。 

次に、申立期間③について、申立人は、平成２年ごろからＣ業を開始して以

降、資力が回復し、手元の資金に余裕ができたので、それまでの未納期間及び

申請免除期間に対し納付できる国民年金保険料を納付し、申立期間③の追納保

険料８万 880円を、ほかの追納保険料と併せて納付したと申し立てているとこ

ろ、オンライン記録を見ると、元年１月から３年３月までの 27 か月の保険料

が同年３月に一括して納付し、追納可能な申立期間③直前の昭和 58 年１月か

ら 60 年３月までの 27 か月の申請免除期間について、平成５年１月及び同年

12 月に追納しており、それ以降の保険料も完納している一方、申立期間③の

保険料額も８万 880円となり、申立ての金額と一致している。 

また、オンライン記録を見ると、申立期間③の申請免除期間について、追納

の申出が平成６年 12 月５日に行われていることから、資力を回復した申立人

が、納付の意思をもって申立期間③の追納の申出を行い、その納付書を入手し

ておきながら、これを未納のまま放置したとは考え難い。 

次に、申立人は、昭和 54 年ごろからＤ業の収益が低下し、国民年金保険料

の納付が負担となり始めたため、申立期間②及び④を含む昭和 54 年度の途中

から昭和 63 年３月まで免除申請の手続を行ったと申し立てているところ、Ａ

市では、当時、免除申請は年度単位で受け付けていたと回答しており、申立人

の特殊台帳及びオンライン記録を見ると、申立期間②直後の 56年４月から 62

年３月までの６年間にわたって、毎年度免除申請が行われている。 

一方、特殊台帳を見ると、申立期間②のうち、昭和 55年４月から 56年３月

までの国民年金保険料が未納と記録されているものの未納催告が行われた事

跡が無く、申立期間②後の 57 年４月から 58 年３月までの申請免除の記載が

一旦
いったん

抹消された後に回復されており、不自然な記録となっている。 

以上のことから、国民年金制度に対する関心の高い義母、妻及び申立人が、

年度単位で申請が可能である申立期間②のうち、昭和 55年４月から 56年３月



                      

  

までの免除申請手続を行わず、未納のまま放置したとは考え難い。 

しかし、申立期間②のうち、昭和 54 年 10 月から 55 年３月までについて、

特殊台帳を見ると、未納と記録され、昭和 54 年度の備考欄に「55催」のゴム

印が確認でき、過年度保険料の納付催告が行われており、上記のとおり、制度

上、免除申請は年度単位で処理されることから、55 年度に行われた過年度保

険料の納付催告後、その前年度である申立期間②のうち昭和 54 年 10 月から

55年３月までの保険料について免除申請を行うことはできない。 

また、免除申請の承認及び過年度保険料の納付催告は、社会保険事務所（当

時）が行っており、申立内容によると、申立人の住所地を管轄していた社会保

険事務所は、申立期間②のうち昭和 54 年 10月から 55 年３月までの期間につ

いて、申立人に対し、免除申請の承認を行ったにもかかわらず、翌年度に、当

該期間の過年度保険料の納付催告を行ったこととなり、申立内容に不自然な点

は否めない。 

さらに、申立期間④について、昭和 60 年度以降の免除申請手続は、申請受

付後の事務処理を機械化により行っていたが、オンライン記録を見ると、申立

期間④直前の昭和 62 年３月までの免除申請の事跡は確認できるものの申立期

間④の免除申請の事跡は見当たらず、オンライン記録に登録されないまま申立

期間④の免除が行われたとは考え難い。 

加えて、申立期間②のうち、昭和 54 年 10 月から 55 年３月までの期間及び

申立期間④の免除申請を行うことが可能な別の国民年金手帳記号番号の払出

しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、当時の住所

地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人から申立期間②のうち、昭和 54 年 10 月から 55 年３月ま

での期間及び申立期間④の免除申請を行った事情を酌み取ろうとしたが、新た

な周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 54 年１月から同年３月までの期間、60 年４月から 61 年３月までの期間、

及び 63 年 10 月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料を納付していたも

のと認められ、55年４月から 56年３月までの保険料を免除されていたものと

認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 7903 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 34年８月 30日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月 26日から 34 年８月 30日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同

社には、昭和 34 年８月まで継続して勤務したので、申立期間も厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚及び上司の陳述から判断して、申立人が、申立期間もＡ社に勤務

していたことが推認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に

被保険者記録の有る元従業員 13 人に照会し回答の有った 10 人のうち７人は、

「申立期間当時、Ａ社には正社員以外の雇用形態は無かった。自分の厚生年金

保険の加入記録と在籍期間は一致している。」と陳述している上、上記 10 人

のうち５人が、申立期間当時のＡ社の従業員数について 14人から 20人であっ

たとしているところ、オンライン記録で確認できる同社の被保険者数はおおむ

ね 15人から 20人であることから、同社では、ほぼすべての従業員を厚生年金

保険に加入させていたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 32



年９月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているものの、申立期間に行われるべき事業主による

被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定並びに事業主による

申立てどおりの資格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が

記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が、昭和 32 年 10月 26 日を

厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年10月から34年７月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 7904 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成

15年４月から17年８月までは38万円、同年９月から18年２月までは36万円、

同年３月から 19年２月までは 50万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 15年７月 15 日、同年 12 月 15 日、

16年７月 15日、同年 12月 15日、17年７月 15日、同年 12月 15日及び 18年

７月 15 日について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準

賞与額に係る記録を、15年７月 15日は 15万円、同年 12月 15日は 23万 6,000

円、16 年７月 15 日は 22 万 3,000 円、同年 12 月 15 日及び 17 年７月 15 日は

16万 9,000円、同年 12月 15日は 16万 5,000 円、18年７月 15日は 17万 4,000

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）及び上記標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 10年６月１日から 19年３月１日まで 

② 平成 15年７月 15日 

③ 平成 15年 12月 15日 

④ 平成 16年７月 15日 

⑤ 平成 16年 12月 15日 

⑥ 平成 17年７月 15日 

⑦ 平成 17年 12月 15日 

⑧ 平成 18年７月 15日 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した申立期間①の標準報酬月額が、実

際の給与額と大きく異なっていることが分かった。社会保険事務所（当時）

に記録されている申立期間の標準報酬月額は 26 万円又は 30 万円であるが、



実際の給与額は 48万円ほどであったので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

また、申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧については、当該期間に支

給された賞与の記録が無いが、厚生年金保険料が控除されていたので、標準

賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、税理士事務所提出の給料

明細書において確認できる保険料控除額及び報酬月額から、申立期間のうち、

平成 15 年４月から 17 年８月までは 38 万円、同年９月から 18 年２月までは

36万円、同年３月から同年 12月までは 50万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 19年１月及び同年２月については、保険料控

除額及び報酬月額が確認できる資料は無いが、申立人の同年３月１日の被保険

者資格の喪失時に交付された雇用保険受給資格者証に記載の離職時賃金日額

及び当該期間の前数か月における申立人の保険料控除額及び報酬月額が一定

であることから判断して、同年１月及び同年２月も 50 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間当時の資料が残っていないため不明としているものの、給料

明細書で確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額とオン

ライン記録の標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、

給料明細書で確認できる保険料控除額等に見合う報酬月額を社会保険事務所

に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う標準

報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 10年６月から 12年 12月までの期間について

は、税理士事務所提出の申立人に係る所得税源泉徴収簿に記載の社会保険料控

除額は、オンライン記録の標準報酬月額に基づく社会保険料額とおおむね一致

している。 

また、申立期間のうち、平成 13 年１月から 15 年３月までの期間について

は、税理士事務所提出の給料明細書に記載の厚生年金保険料控除額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額と一致している。 



このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧については、税理士事務所提出の

賞与明細書から、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与明細書の保険料控除額から、

平成 15 年７月 15 日は 15 万円、同年 12 月 15 日は 23 万 6,000 円、16 年７月

15日は 22万 3,000円、同年 12月 15日及び 17年７月 15日は 16万 9,000円、

同年 12月 15日は 16万 5,000円、18年７月 15日は 17 万 4,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、保険

料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係る平

成 15 年７月 15 日、同年 12 月 15 日、16 年７月 15 日、同年 12 月 15 日、17

年７月 15 日、同年 12月 15 日及び 18 年７月 15 日の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 7905 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を

62万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年９月１日から 17年３月１日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の標準報酬

月額が、実際に支払われていた給与額と異なっていることが分かった。申

立期間の給与月額は 350 万円であったので、標準報酬月額を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、上限額である 62 万円と記録されていたところ、資格喪失日（平成 17

年３月１日）の後の平成 17 年３月 23 日付けで、16 年９月１日にさかのぼっ

て９万 8,000円に引き下げられていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間当時の事業主についても、資格喪

失日（平成 17 年３月１日）の後に、申立人と同日の平成 17 年３月 23 日付け

で、申立期間の標準報酬月額がさかのぼって 62 万円から９万 8,000 円に減額

訂正されている。 

しかし、申立人提出の預金通帳の写しを見ると、Ａ社は、申立期間に申立人

に対して 62 万円以上の給与を支払い、また、申立人提出の所得税源泉徴収簿

を見ると、申立人が申立期間に 62 万円の標準報酬月額に基づく保険料を控除

されていることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管する徴収決定済額取消決議書等により、申立

期間当時、Ａ社が厚生年金保険料等を滞納していたことが確認できる。 

加えて、商業登記の記録から、申立人が申立期間当時にＡ社の役員であった

ことが確認できるものの、申立期間当時の事業主は、「会社の経理はすべて私



が行っていた。申立人は、経理及び社会保険事務には一切関与していない。」

と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、平成 17年３月 23日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、申立人の標準報酬月額を 16 年９月１

日にさかのぼって引き下げる処理を行う合理的な理由は見当たらず、標準報酬

月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

62万円に訂正することが必要であると認められる。 



大阪厚生年金 事案 7906 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成６年４月から７年３月までは 32 万円、同年４月から 13 年１月までは 41

万円、同年２月から同年８月までは 36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から 13年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち申立期間の標準報酬月額が、実際に支払われていた

給与額より低い額で記録されていることが分かった。申立期間の給与振込額

が確認できる預金通帳の写しを提出するので、標準報酬月額を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、Ｂ市税務課保管の申立人に

係る給与支払報告書及び住民税額等の記録並びに申立人提出の預金通帳の写

しの記録等から判断すると、申立期間のうち、平成６年４月から７年３月まで

は 32 万円、同年４月から 13 年１月までは 41 万円、同年２月から同年８月ま

では 36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



主が既に死亡しているため申立期間当時の状況は不明であるが、給与支払報告

書等において確認できる保険料控除額等に見合う標準報酬月額とオンライン

記録の標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、給与

支払報告書等で確認できる保険料控除額等に見合う報酬月額を社会保険事務

所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う標

準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成３年４月から４年 12月までの期間については、

給与支払報告書等の関連資料が無いことから、当該期間の保険料控除額及び報

酬月額が確認できない。 

また、平成５年１月から６年３月までの期間については、申立人の住民税額

等から推認できる保険料控除額から算定される標準報酬月額は、オンライン記

録の標準報酬月額と一致している。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7907 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 36 年８月２日であると認められる

ことから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、8,000円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年６月 17日から 38年１月 31 日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

同社では、昭和 36年３月から 38年１月まで継続してＢ業務に従事していた

ので、申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人

が昭和 36 年 10 月に標準報酬月額の定時決定を受けたことが確認できること、

及び申立人の姉の陳述内容から判断して、申立人が、少なくとも申立期間のう

ち、同年６月 17 日から、昭和 36 年度の算定基礎届の対象となる昭和 36 年８

月１日までの期間について、同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

一方、前述の被保険者原票及びオンライン記録を見ると、申立人の資格喪失

日は、昭和36年10月に標準報酬月額の定時決定を受けているにもかかわらず、

当該定時決定に係る算定基礎届の対象となる同年８月１日より前の同年６月

17日と記録されている。 

しかし、日本年金機構Ｃブロック本部Ｄ事務センターは、「申立人の資格喪

失後に標準報酬月額の定時決定が記録されている理由については、申立期間当

時の状況を確認できる資料等が無いので、はっきりしたことは分からない。」

としている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人のＡ社にお



ける記録管理が適正に行われていなかったものと認められることから、申立人

の同社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は昭和 36 年８月２日であ

ると認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36

年５月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 36 年８月２日から 38 年１月 31 日までの期間

については、前述の被保険者原票を見ても、記録に不自然な点は見られない。 

また、Ａ社は、平成 12年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立期間当時の事業主及び社会保険事務担当者は死亡又は所在不明のため、こ

れらの者から申立人の当該期間における保険料控除等の状況を確認すること

ができない。 

さらに、申立人は、同僚の氏名を記憶していないため、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿及び前述の被保険者原票において、当該期間に被保

険者記録の有る元従業員 22 人に照会し７人から回答を得たが、申立人を記憶

している者はいない。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7908 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成 15 年５月につい

ては 30万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年５月 12日から 16 年７月 10日まで 

    社会保険事務所（当時）に標準報酬月額の記録を照会したところ、Ａ社に

勤務した申立期間の標準報酬月額が給与支給額に比べ低く記録されている。 

    申立期間の給与明細書等は保管していないが、調査の上、標準報酬月額を

実際の給与支給額に応じた金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額とは

異なっていると申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成 15

年５月については、Ａ社提出の賃金台帳において確認できる報酬月額から、30

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の厚生年金保険被保険者資格取得届において、標準報酬月額を誤

って届け出たことを認めていることから、事業主は、賃金台帳で確認できる報

酬月額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、



当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成15年６月から16年６月までの期間については、

上記賃金台帳を見ると、当該期間における保険料控除額に見合う標準報酬月額

は、いずれの月も社会保険事務所の記録と一致していることが認められる。 

また、オンライン記録において、申立人及び同僚の標準報酬月額がさかのぼ

って訂正された形跡は認められず、記録に不自然な点も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間当時の給与明細書等は保管しておらず、このほ

か、当該期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、平成 15年６月から 16年６月までの期間について、申立人が主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7909 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 36年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については、２万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36年２月１日から同年３月１日まで 

私は、Ｄ氏の個人事業所であるＡ社で勤務していた。その後、同事業所

はＥ氏が経営していた同一名称のＢ社(個人事業所)と合併し、法人のＣ社

(社長は、Ｄ氏)となったが、申立期間も含め継続して勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務していたＤ氏経営のＡ社が適用事業所ではなくなった昭和

36 年２月１日から、同事業所がＣ社として法人化し、新たに適用事業所とな

った同年３月１日までの期間の被保険者記録が無い。 

しかしながら、雇用保険の記録から、申立人が申立期間中もＡ社に勤務して

いたことが認められる。 

また、商業登記簿によると、Ｃ社の会社成立日は昭和 36 年２月＊日となっ

ており、申立人及び同僚は、「いずれも法人化に伴って勤務実態に変更は無か

ったし、厚生年金保険料はずっと継続して控除されていた。」旨陳述している。 

さらに、Ａ社からの「適用事業所全喪届」の社会保険事務所（当時）におけ

る受付日は昭和 36年３月 15日で、同年４月１日になって同年２月１日にさか

のぼって適用事業所に該当しなくなったとの処理をしており、少なくとも申立

期間中は同事業所において被保険者であったことがうかがわれる一方、Ｃ社が

新規に適用事業所となった日は同年３月１日となっており、その手続日は不明



ながら、同社が新規に適用事業所となった日に資格を取得している者の厚生年

金保険被保険者記号番号の払出日から、当該事業所の「適用事業所全喪届」及

び同社の新規適用届の提出は同時期に行われていたものと推定される。 

これらの事実を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36

年１月の社会保険事務所の記録から、２万 2,000円とすることが妥当である。 

一方、勤務先であるＡ社が適用事業所でなくなった昭和 36 年２月１日に在

職していた申立人を含む５人の従業員はいずれも、その後の申立期間中も引き

続き当該事業所で勤務していたことが、これら同僚の陳述から認められること

から、当該事業所は申立期間中も事業を継続し、当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたと認められる。 

なお、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、社会

保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 7910 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 36年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については、１万 4,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36年２月１日から同年３月１日まで 

私は、昭和 34年３月からＥ社長の自宅に住み込みでＡ社（個人事業所）

に勤務していた。その後、個人事業所であったＡ社が法人化し、社長の弟

であるＤ氏が同社の代表取締役であることを知ったが、申立期間も含め継

続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務していたＥ氏経営のＡ社が適用事業所ではなくなった昭和

36 年２月１日から、Ｅ氏の弟であるＤ氏経営のＢ社とともに同事業所がＣ社

として法人化し、新たに適用事業所となった同年３月１日までの期間の被保険

者記録が無い。 

しかしながら、雇用保険の記録及び複数の同僚から「申立期間中も変わらず

勤務していた。」旨の陳述が得られたことなどから、申立人が申立期間中もＡ

社に勤務していたことが認められる。 

また、商業登記簿によると、Ｃ社の会社成立日は昭和 36 年２月＊日となっ

ており、申立人及び同僚は、「いずれも法人化に伴って勤務実態に変更は無か

ったし、厚生年金保険料はずっと継続して控除されていた。」旨陳述している。 

さらに、Ａ社からの「適用事業所全喪届」の社会保険事務所（当時）におけ

る受付日は昭和 36 年３月９日で、同年４月１日になって同年２月１日にさか



のぼって適用事業所に該当しなくなったとの処理をしており、少なくとも申立

期間中は同事業所において被保険者であったことがうかがわれる一方、Ｃ社が

新規に適用事業所となった日は同年３月１日となっており、その手続日は不明

ながら、同社が新規に適用事業所となった日に資格を取得している者の厚生年

金保険被保険者記号番号の払出日から、当該事業所の「適用事業所全喪届」及

び同社の新規適用届の提出は同時期に行われていたものと推定される。 

これらの事実を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36

年１月の社会保険事務所の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当である。 

一方、勤務先であるＡ社が適用事業所でなくなった昭和 36 年２月１日に在

職していた申立人を含む５人の従業員はいずれも、その後の申立期間中も引き

続き当該事業所で勤務していたことが、これら同僚の陳述から認められること

から、当該事業所は申立期間中も事業を継続し、当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたと認められる。 

なお、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、社会

保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 7911 

  

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 39 年３月 24 日、資格喪失日は 41

年４月 26日、Ｂ社における資格取得日は同年９月５日、資格喪失日は 42年１

月 21 日、Ｃ社における資格取得日は同年１月 17 日、資格喪失日は 43 年９月

１日、Ｄ社における資格取得日は同年 10 月７日、資格喪失日は 45 年８月 17

日であると認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取

得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 39年３月から 41年３月ま

での期間及び同年９月から同年 12月までの期間は１万 4,000円、42年１月か

ら同年９月までは１万 6,000 円、同年 10 月から 43 年８月までは１万 8,000

円、同年 10月から 44年４月までは２万 2,000円、同年５月から同年９月まで

は２万 8,000円、同年 10月から 45年７月までは３万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年３月 24日から 41年４月 26日まで 

         ② 昭和 41年９月５日から 42年１月 21日まで 

③ 昭和 42年１月 17日から 43年９月１日まで 

④ 昭和 43年 10月７日から 45年８月 17日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。中学校を卒業した直後か

ら結婚するまで、Ａ社等で勤務したことは間違いないので、申立期間につ

いて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人とは生年月日が異なるものの、申立人の旧姓名と氏名の一致する

者が、昭和39年３月24日に被保険者資格を取得していることが確認できる（資

格喪失日は空欄となっているが、オンライン記録では昭和 41年４月 26日と記



録されている。）。 

申立期間②については、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と生年月日が異なるものの、申立人の旧姓名と氏名が一致する者

が、昭和 41 年９月５日に資格を取得し、42 年１月 21 日に資格を喪失してい

ることが確認できる。 

申立期間③については、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と生年月日が異なるものの、申立人の旧姓名と氏名が一致する者

が、昭和 42 年１月 17 日に資格を取得し、43 年９月１日に資格を喪失してい

ることが確認できる。 

申立期間④については、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と生年月日が異なるものの、申立人の旧姓名と氏名が一致する者

が、昭和 43年 10月７日に資格を取得し、45 年８月 17日に資格を喪失してい

ることが確認できる。 

これら４つの被保険者記録は、すべて同一の厚生年金保険被保険者台帳記号

番号になっていることから、同一の者の被保険者記録であると認められるとこ

ろ、いずれの記録も基礎年金番号に未統合となっている。また、オンライン記

録において、当該被保険者記録と同姓同名で生年月日が同一の基礎年金番号は

確認できず、当該被保険者記録に係る被保険者番号についても、ほかに該当者

は確認できない。 

一方、申立人は、「申立期間当時、Ａ社及びＥ店で勤務していたことは覚え

ているが、このほかの勤務先については明確な記憶が無い。」と陳述している。

しかし、申立人が卒業したとする中学校の担当者は、「昭和 37 年から 40 年ま

での期間に係る卒業者台帳を調べたところ、申立人の旧姓名である者の生年月

日は昭和 22年＊月＊日と記録されており、39年３月 14日に卒業している。」

と陳述している上、Ａ社に係る上記被保険者名簿において申立期間に被保険者

記録の有る元従業員が申立人を記憶していることから、申立人は、昭和 39 年

４月以降に同社で勤務していたことが推認できる。 

また、申立人がＥ店でともに勤務していたとする申立人の夫については、Ｄ

社に係る上記被保険者名簿において、昭和 43 年 12 月から 44 年５月にかけて

被保険者記録の有ることが確認できることから、申立人は、43年から 44年ご

ろに同事業所で勤務していたことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、Ａ社及びＤ社に係る上記未統合記録は、申立

人の厚生年金保険被保険者記録であると認められ、当該記録と氏名、生年月日

及び被保険者番号が同一であるＢ社及びＣ社に係る上記未統合記録について

も、申立人の被保険者記録と考えるのが自然である。 

したがって、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 39年３月 24日、資格

喪失日は 41年４月 26日、Ｂ社における資格取得日は同年９月５日、資格喪失

日は 42 年１月 21 日、Ｃ社における資格取得日は同年１月 17 日、資格喪失日



は 43 年９月１日、Ｄ社における資格取得日は同年 10 月７日、資格喪失日は

45年８月 17日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該未統合となっている申立人

のＡ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社における被保険者記録から、昭和 39 年３月から

41 年３月までの期間及び同年９月から同年 12 月までの期間は１万 4,000 円、

42 年１月から同年９月までは１万 6,000 円、同年 10 月から 43 年８月までは

１万 8,000円、同年 10月から 44年４月までは２万 2,000円、同年５月から同

年９月までは２万 8,000円、同年 10月から 45年７月までは３万円とすること

が妥当である。 



大阪厚生年金 事案 7912 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏 名  ： 男 

基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 34年生 

    住 所  ：  

     

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成３年３月 21日から同年４月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を得た。 

申立期間は、Ａ社からＢ社へ異動した時期であるが、継続して勤務して

いたので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の賃金台帳及び適格年金・団体年金・年金給付決定原簿並びに申立

人提出の平成３年分給与所得の源泉徴収票から判断すると、申立人は、申立期

間もＡ社で勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の源泉徴収票及び申立人の

Ａ社における平成３年２月の社会保険事務所の記録から、24 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が平成３年３月 21 日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 7913 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 14年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38万円とすることが

必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

        

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年６月 30日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

平成 14 年７月１日にＡ社から関連会社に転勤したが、申立期間も同社で

継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された回答書及び給与明細書の控えから、申立人が申立期間も

同社で勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、

38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は平成 14 年７月１日を資格喪失日として届け出たと主張しているが、事業

主から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書におい

て、当初同年７月１日と記載されていた資格喪失日が同年６月 30 日と訂正さ

れていること、及び備考欄に同年６月 30 日転勤と記載されていることが確認

できる。したがって、事業主は、その主張どおり、当初同年７月１日を資格喪

失日として届け出たものの、社会保険事務局(当時)は、後に資格喪失日を同年



６月 30 日に訂正するとともに、事業主に対し上記通知書により訂正内容を通

知していることが認められ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 7914 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 14年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38万円とすることが

必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

        

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年６月 30日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

平成 14 年７月１日にＡ社から関連会社に転勤したが、申立期間も同社で

継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された回答書及び給与明細書の控えから、申立人が申立期間も

同社で勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、

38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は平成 14 年７月１日を資格喪失日として届け出たと主張しているが、事業

主から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書におい

て、当初同年７月１日と記載されていた資格喪失日が同年６月 30 日と訂正さ

れていること、及び備考欄に同年６月 30 日転勤と記載されていることが確認

できる。したがって、事業主は、その主張どおり、当初同年７月１日を資格喪

失日として届け出たものの、社会保険事務局(当時)は、後に資格喪失日を同年



６月 30 日に訂正するとともに、事業主に対し上記通知書により訂正内容を通

知していることが認められ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 7915 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 14年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円とすることが

必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

        

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年６月 30日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

平成 14 年７月１日にＡ社から関連会社に転勤したが、申立期間も同社で

継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された回答書及び給与明細書の控えから、申立人が申立期間も

同社で勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、

22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は平成 14 年７月１日を資格喪失日として届け出たと主張しているが、事業

主から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書におい

て、当初同年７月１日と記載されていた資格喪失日が同年６月 30 日と訂正さ

れていること、及び備考欄に同年６月 30 日転勤と記載されていることが確認

できる。したがって、事業主は、その主張どおり、当初同年７月１日を資格喪

失日として届け出たものの、社会保険事務局(当時)は、後に資格喪失日を同年



６月 30 日に訂正するとともに、事業主に対し上記通知書により訂正内容を通

知していることが認められ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 7916 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 49 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 2,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月 30日から同年５月１日まで 

    私は、昭和 45 年１月１日から 49 年４月 30 日までの期間、Ａ社に勤務

したが、社会保険事務所（当時）の記録では、同年４月 30 日から同年５

月１日までの期間について厚生年金保険の加入記録が無い。同社が事務手

続を誤ったと思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が申立人に交付した退職金計算書及び給与明細書の記載内容から判

断すると、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額及

び申立人のＡ社における昭和 49 年３月の社会保険事務所の記録から、９万

2,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明である旨回答しているものの、事業主が資格喪失日を昭

和 49 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年

４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 7917 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成16年４月１日から17年９月１日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係

る記録を、47万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 17 年９月１日から 19 年６月 26 日までの期間

について、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録については、17 年９

月は 47 万円、同年 10 月から 18 年６月までは 44 万円、同年７月は 47 万円、

同年８月及び同年９月は 44 万円、同年 10 月は 47 万円、同年 11 月から 19 年

５月までは 44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年４月１日から 19年６月 26 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に支払われた給与額より

低く届出されていることが分かった。申立期間は、約 47 万円の支給があっ

たので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、平成16年９

月１日の定時決定(処理日は、平成16年８月３日)に47万円と届け出られていた

ところ、同年12月13日付けでこれを取り消し、同日付けで同年４月１日までさ

かのぼって標準報酬月額が24万円に減額されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で申立期間に記録

のある従業員７人は、すべて申立人と同様、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して大幅

に減額されていることがオンライン記録により確認できる。 



しかしながら、申立人が提出した給与明細書（写し）によると、申立人

の申立期間における給与支給総額は45万円から47万円で推移し、適正な厚

生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

また、Ｂ社会保険事務所（当時）が保管する滞納処分票により、Ａ社は申立

期間当時、厚生年金保険料を滞納していたことが確認できる。 

さらに、上述の滞納処分票の遡及訂正処理日の３日前の記録において、社会

保険事務所とＡ社の事業主が厚生年金保険料の滞納解消について協議してい

る事跡を確認することができる。 

これらを総合的に判断すると、平成16年12月13日付けで行われた遡及訂正処

理は事実に即したものとは考え難く、申立人について同年４月１日にさかのぼ

って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認められない

ことから、当該減額処理に係る有効な記録の訂正があったとは認められず、申

立期間のうち、同年４月から次の定時決定の前までの17年８月までの標準報酬

月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た47万円と訂正するこ

とが必要であると認められる。 

一方、申立期間のうち、平成17年９月１日から19年６月26日までの期間につ

いて、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録において24

万円と記録されているが、当該記録については遡及訂正処理との直接的な関係

をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の記録が不合理であったと

まではいえないところ、申立人提出の給与明細書（写し）において確認できる

保険料控除額及び報酬月額により、17年９月は47万円、同年10月から18年６月

までは44万円、同年７月は47万円、同年８月及び同年９月は44万円、同年10

月は47万円、同年11月から19年５月までは44万円に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間当時の事業主は既に亡くなっているため不明であり、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおり標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金  事案 7918 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成３年３月１日に、資格喪失日に係る記録を同年７月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を 14万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年３月１日から同年７月１日まで 

 厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ社

に勤務した期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、入社当初

は同社本店に約１か月、その後は同社のＢ支店に２か月余り、いずれも正社

員のＣ業務従事者として勤務していたので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚及び事業主の陳述並びに業務内容に関する申立人の申立内容か

ら判断して、申立人が申立期間にＡ社にＣ業務従事者として勤務していたこと

が認められる。 

また、Ａ社の事業主は、「当社では、正社員及びフルタイムパート社員は、

入社と同時に雇用保険と社会保険に同時に加入させており、申立人が正社員採

用ならば、当然厚生年金保険に加入しており、給与から保険料も控除していた

はずだ。」と陳述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に厚生年金保険の加入記録がある 14 人に照会したところ、回答のあった５人

のうち２人は、「正社員でＣ業務従事者ならば、入社と同時に社会保険に加入

していたと思う。」と陳述している上、回答のあったこれら５人の被保険者資

格の取得日は、いずれも記憶している入社時期と一致していることが確認でき



る。 

加えて、複数の同僚が陳述した申立期間当時のＡ社の従業員数と社会保険事

務所の記録上の厚生年金保険被保険者数はおおむね一致するため、同社におい

ては、ほぼすべての従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代で同職種の同僚

の社会保険事務所の記録から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、仮に、事業主か

ら申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被保険者

資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社

会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会

保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る平成３年３月から同年６月までの保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 7919 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を、59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年９月１日から 15年３月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が９万 8,000円に引き下げら

れていることが判明した。源泉徴収票及び雇用保険被保険者離職証明書を提

出するので、申立期間について、標準報酬月額を実際の支給額に見合った額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

59 万円と記録されていたところ、申立人がＡ社にて資格を喪失した約２週間

後の平成 15 年３月 13 日付けで、13 年９月にさかのぼって９万 8,000 円に引

き下げられていることが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管する不納欠損決議書により、申立期間前から、

Ａ社において厚生年金保険料等の滞納があったことが確認できる。 

さらに、Ａ社の商業登記簿によると、申立人は平成 11 年７月 21 日から 15

年２月 28 日まで同社の取締役となっていることが確認できるところ、申立人

は、「名前だけの取締役となっていたが、労働者としての位置付けであり、実

質的な経営判断及び指示はすべて代表取締役が行っていた。」旨陳述しており、

申立人が名前だけの取締役であったことは、取締役就任中も雇用保険の被保険

者であったことと符合する。 

なお、Ａ社の代表取締役は、「申立期間前から、厚生年金保険料等を滞納し

ており、社会保険事務所との対応は、私が行っていた。申立人に係る標準報酬

月額を引き下げる手続を行ったかどうかは、記憶に無い。」旨を陳述している。 



これらを含めて総合的に判断すると、平成 15 年３月 13 日付けで行われた、

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、13 年９月

１日にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは

認められないことから、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認め

られない。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た 59万円に訂正することが必要である。 



大阪厚生年金 事案 7920 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年７月 28日から 28年 11 月 14日まで 

             ② 昭和 30年 10月５日から 31年２月 29日まで 

             ③ 昭和 31年 12月 29日から 33年３月 15日まで 

             ④ 昭和 33年４月１日から 34年８月１日まで 

             ⑤ 昭和 34年８月６日から 35年３月 24日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社に勤務した

期間に係る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に勤務した最終事業所であるＥ社での被保険者資格の喪

失日である昭和 35年３月 24日から８日後の同年４月１日に、別の事業所での

被保険者資格を取得していることから、申立人が申立期間に係る脱退手当金を

請求する意思を有していたとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立人が申立期間②に勤務し

た事業所と同一の事業所に申立期間①と②の間に勤務した被保険者期間につ

いてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、

申立人が当該未請求となっている申立期間②と同一の事業所に勤務した被保

険者期間を失念するとは考え難い。 

さらに、申立期間に係る脱退手当金の支給決定日は、申立人が申立期間の最

後に勤務した事業所での被保険者資格の喪失日の翌日の昭和 35年３月 25日で

ある上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、支給決定日より



後の同年４月 19 日に脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を

厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことを示す表示が確認

できるなど、申立期間に係る脱退手当金の支給手続が適正になされたとは考え

難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大阪国民年金 事案 4876 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 55年４月から 62年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 33年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 55年４月から 62年９月まで 

        私は、昭和 55 年３月に大学を卒業し、自身で国民年金保険料の負担がで

きるようになったため、Ａ市役所へ出向き、国民年金の加入手続を行ったと

思う。 

私は、加入手続後の国民年金保険料について、定期的にＢ銀行Ｃ支店の口

座から銀行振替で納付していたと思っている。申立期間について、納付記

録が無く、未納と記録されているので、もう一度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55年ごろにＡ市で国民年金の加入手続を行い、同年４月以

降、口座振替により国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金の加入時期をみると、平成元年１月ごろにＡ市

で国民年金手帳記号番号が払い出されていることが、申立人の手帳記号番号

の前後の任意加入被保険者の加入記録から確認でき、申立内容と符合しない。 

また、国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、昭和

55 年４月から 61 年 11 月までの国民年金保険料については時効により制度上

納付できず、同年 12 月から 62 年９月までの保険料については過年度納付が

可能であるが、申立人は過年度納付をした記憶が無いと陳述している。 

さらに、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿を見ると、申立人は、

払出時点で納付可能な昭和 62年 10月から 63年３月までの国民年金保険料を

過年度納付していることが確認できる上、申立人が口座振替による保険料の

納付を行う手続を行ったのは、平成元年３月 15日であることが確認でき、申

立内容と符合しない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金



手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行

ったほか、国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人

に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4877 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年９月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 25年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 45年９月から 51年３月まで 

        昭和 45年 11月に国民年金に任意加入をした母親が、自宅へ来る集金人を

通じ私の国民年金の加入手続をしてくれたと思う。 

母親によると、兄が大学生であったころ、集金人から私及び兄の加入手続

について打診されたが、兄は大学生であるので、加入しなかったが、私の国

民年金の加入については手続をしたと聞いたことがある。 

私は、申立期間当時、Ａ市及びＢ市内で勤務並びに居住していたので、母

親とは同居をしておらず、直接、自身の国民年金保険料を納付したことは無

いが、母親がＣ市で納付していたはずである。 

申立期間について、私の記録が納付されていない期間のうち、母親の国民 

年金保険料が納付されている期間もあるので、もう一度よく調べてほしい。  

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45年ごろに、その母親がＣ市で国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料も、母親が集金人を通じ定期的に納付していたと申

し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 52 年２

月にＣ市で払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿から確認で

き、申立内容と符合しない。 

また、国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立人は、申立期間のう

ち昭和45年９月から50年３月までの国民年金保険料については時効により制

度上納付できず、同年４月から 51 年３月までの保険料は過年度納付が可能で

あるが、過年度保険料を取り扱わないＣ市の集金人に納付したとする陳述は不

自然である。 



さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、保険料の納付を担当していた母親は親子二人分を納付していた

ことは記憶にあるとしているが、当時の具体的な納付状況は分からないと陳述

している。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対し

て別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4878 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年５月から９年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年５月から９年３月まで 

平成５年５月以降に、突然、Ａ市から国民年金の納付書及び催告状が送ら

れてきたが、当時私は大学生だったので、国民年金に対して関心もなく、国

民年金保険料を納付しなかった。 

その後、私が国民年金保険料を納付していなかったことを、母親が知り保

険料を納付するように注意されたので、私はＡ市で平成５年秋ごろに国民年

金の加入手続をして、申立期間のうち、同年５月から同年 10 月までの保険

料を、同年秋にまとめて銀行又は郵便局で納付したが、その際、具体的にど

のように加入手続を行ったのか、役所での担当者とのやり取りについても覚

えていない。また、加入時に国民年金手帳を受け取ったかもしれないが、そ

の後、国民年金手帳は紛失した。 

私が、平成５年秋にまとめて半年分の国民年金保険料を納付したその後の

保険料については、私が銀行又は郵便局で自身の口座から振替を行ったか、

金融機関の窓口又はＡＴＭで振り込んだのか、いずれかの方法で保険料を９

年３月まで納付してきたが、その際の口座振替の手続及び納付内容について

は覚えていない。 

いずれも領収書は残っていないが、納付したことは間違いないので、私の

申立期間の納付記録を、もう一度調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、平成５年秋ごろに、Ａ市で国民年金の加入手続を行い、同年５月

以降の国民年金保険料を一括納付したと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金の加入時期をみると、平成９年５月１日に厚生年

金保険被保険者資格を取得した際に、職権で５年５月にさかのぼって国民年金



被保険者資格を取得していることがオンライン記録から確認できる上、申立期

間当時居住していたＡ市において、申立人に係る国民年金被保険者名簿が作成

されておらず、申立人が同市で国民年金に加入した事実を確認できない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続前の平成５年５月ごろにＡ市から突然、

納付書及び催告状が送られてきたと申し立てているが、同市では同年当時「Ａ

市在住の方に対して加入している年金制度の状況を把握するため照会はがき

を送り、被保険者の状況を把握した上で強制加入被保険者に対しては、加入手

続をしてもらっていた。」と説明しており、同市が、加入手続を行っていない

申立人に対して、納付書及び催告状を送付したとは考え難い。 

さらに、申立人は、平成９年５月１日に国民年金の加入手続を行っている時

点において、申立期間のうち、７年３月以前の国民年金保険料は、時効により

制度上納付することができず、同年４月から９年３月までの保険料については

過年度納付が可能であるが、申立人が同期間の保険料を納付したことを示す関

連資料は無い。 

加えて、平成９年１月以降の国民年金保険料の収納事務については社会保険

事務所（当時）の記録の電算化が図られており、事務的過誤が生じる可能性は

低いと考えられる上、申立期間は 47 か月と長期間であり、これだけの長期間

行政側の納付記録が連続して欠落するとは考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについてオンライン記録による各種の氏名検索を行っ

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 4879 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年６月から平成元年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から平成元年 11月まで 

 昭和 61 年６月に、私が病院に入院していたとき、見舞いに来た父親が、

私の国民年金の加入手続をし、２年分の国民年金保険料をさかのぼって納付

してきたと話してくれた。また、その時父親は、同年４月に母親の手続を行

ったので私の手続方法が分かっていてよかったとも話していた。 

父親は、私が入院していた昭和 61 年６月に加入手続をし、２年間の国民

年金保険料をさかのぼって支払ったのだから、私の保険料は 59 年６月から

納付されていると思う。 

これ以降も、父親は母親の国民年金保険料と一緒に、私の保険料を毎月欠

かさず納付してくれていた。 

申立期間の国民年金保険料は納付しているはずなので記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年６月ごろに、その父親がＡ市で国民年金の加入手続を

行い、その際、59年６月から 61年３月までの国民年金保険料を過年度納付し、

同年４月以降の保険料を現年度納付していると申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入時期をみると、平成３年 12 月 21日にＡ市

で国民年金の加入届を行っていることが確認でき、申立内容と符合しない上、

当該時点において、申立人は、申立期間の国民年金保険料については、時効に

より制度上納付できない。 

また、申立人はその父親が母親の国民年金の加入手続を行った後に申立人の

加入手続を行ったことを話していたと陳述しているところ、申立人の母親が国

民年金第３号被保険者の資格取得届を行ったのは、申立人の加入届と同じ平成



３年 12 月 21 日であることが母親に係る国民年金手帳から確認することがで

き、申立人の記憶はこの時のものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人に係るオンライン記録を見ると、平成４年１月 23 日に、時

効上限の元年12月から３年３月まで16か月の国民年金保険料を過年度納付し

ていることが確認でき、申立人の父親がさかのぼって納付した保険料のことで

あると考えるのが自然である。 

加えて、申立人は国民年金への加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、実際に加入手続を行い申立期間の保険料を納付した

父親は高齢のため陳述を得ることができず当時の納付状況を確認できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4880 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年７月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月から 43年３月まで 

私は、昭和 36 年４月にＡ市で国民年金の加入手続を行い、同年７月にＢ

市に転居した。 

その後、昭和 44 年１月ごろに再びＡ市に転居し、同市役所で住所変更手

続を行ったが、その際に職員から未納分の国民年金保険料があるので支払う

ようにと言われた。その金額は４万円ぐらいだったと思う。 

私はその額からＢ市での記録が全く記録されていないと思ったが、Ｂ市で

納付していたことを証明できるものを何も持っていなかったので、仕方なく

職員から言われた金額をまとめて同市役所窓口で一括納付した。これで未納

分についてはすべて納付したものと思っていた。 

その後はずっと国民年金保険料を自分で納付しており、未納期間について

言われることも無かったので、自分には未納期間は無いものと思っていた。

しかし私の納付記録を見ると、申立期間が未納と記録されていた。 

申立期間の国民年金保険料についてはＡ市役所ですべて納付したように

思うのでよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年１月ごろにＢ市からＡ市に転居した際、申立期間の国

民年金保険料をＡ市役所窓口で一括納付したと申し立てている。 

しかし、昭和 44年１月ごろは特例納付実施期間ではなく、申立人は、申立

期間のうち、36年７月から 41年３月までの期間の国民年金保険料については

時効により制度上納付できない上、同年４月から 43 年３月までの期間の保険

料については過年度納付することができるが、納付に必要な保険料額は、申立

人が記憶している納付金額と大きく乖離
か い り

している。 



また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を市役所窓口で納付したと陳

述しているところ、Ａ市では「市役所窓口で過年度保険料の取扱いはしていな

かった。」と説明しており、この事実と符合しない。 

さらに、申立人は、37 歳に到達した昭和 46 年＊月ごろに当時の住所地であ

ったＣ市Ｄ区で別の国民年金手帳記号番号の払出しを受け、同手帳記号番号に

より第１回特例納付期間中の 47年６月８日に、43年４月から 46年３月までの

保険料（３年分）を特例納付していることが、申立人の所持する領収証書から

確認できる。このことから、同年９月時点において、申立期間を含め長期間の

未納期間が存在した申立人が年金受給資格を確保するために特例納付を行っ

たものと推定でき、申立人の記憶はこのときのものと考えるのが自然である。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 4881 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年９月から 46 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 46年 12 月まで 

私は、昭和 44年９月に夫が退職したため、私に国民年金の加入を勧めた

Ａ市の職員を通じ、夫婦同時に加入手続を行い、以降私が二人分の国民年

金保険料を集金人に支払ってきた。 

夫婦同時加入したのに、特に申立期間のうち、昭和 44 年９月から 45 年

７月までは、夫が納付済みとされているが、年金に無関心な夫の分も支払

ってきた私だけが未納とされているのは納得できない。 

また、国民年金手帳に資格取得日が昭和 47 年１月１日とあるが、子供が

生まれたのが同年＊月で、そのころまで放っておいたなどとは考えられな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年９月ごろに、Ａ市で申立人の夫と同時に国民年金の加

入手続を行い、同年９月以降、夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付し

てきたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、同人が所持す

る国民年金手帳から、昭和 47 年１月１日に国民年金被保険者資格を取得して

いることが確認できる上、昭和 46 年度印紙検認記録欄に、昭和 47 年３月 14

日に 46年 12月から 47年３月までの国民年金保険料を領収（後に、昭和 46年

12月分は還付）したことを示す検認印が確認できるところ、Ａ市は「資格取得

日である昭和 47 年１月１日から領収日（昭和 47 年３月 14 日）の間に加入届

出を行ったことが推定できる。」と説明している。一方、申立人の夫の国民年

金手帳記号番号の払出時期をみると、国民年金手帳記号番号の払出日は 44 年

10 月 22 日であることが、同人に係る国民年金手帳記号番号払出簿から確認で



き、夫婦同時に国民年金に加入したとする申立内容と符合しない。 

また、申立期間は国民年金の未加入期間であることから、申立人は同期間の

国民年金保険料を、制度上納付することができず、このことは申立人が所持す

る国民年金手帳の昭和 46年度印紙検認記録欄に４月分から 11月分まで斜線が

引かれていることと符合する。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 4882 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 62年３月まで 

私は、昭和 63 年１月の結婚式を控え、サラリーマンを辞めてから継いだ

家業を、無給で手伝っていたときに滞納していた国民年金保険料を支払えな

いものかと思い、Ａ市役所へ相談に行ったところ、同市の職員から過去３年

分をまとめて支払うことができるとの説明を受け、間もなく私が納付した。 

納付場所は、銀行だったか市役所だったか忘れたが、金額は 30 万円以上

だったように思う。 

申立期間が未納とされているのはおかしいので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63年１月ごろにＡ市で国民年金の加入手続を行い、その後、

未納となっていた申立期間の国民年金保険料（３年分）を一括納付したと申し

立てている。 

  そこで、申立人の国民年金の加入時期をみると、平成元年７月ごろであるこ

とが、同人の前後の国民年金手帳記号番号の国民年金第３号被保険者の社会保

険事務所（当時）における処理日から推定でき、申立内容と符合しない上、当

該時点において申立人は、申立期間の国民年金保険料について、時効により制

度上納付できない。 

また、申立人は、昭和 62 年４月から同年６月までの期間及び同年７月から

平成元年３月までの期間の国民年金保険料を、同年７月 19日及び同年８月 22

日にそれぞれ過年度納付していることが、同人に係るオンライン記録から確認

でき、同人の記憶はこのときのものであると考えるのが自然である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った



ほか、住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認した

が、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 4883 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 18年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 56年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年３月 

平成 18年３月 15日に夫が会社を退職したため、私は、Ａ市役所に行き、

何かの手続をした。その時、職員から「国民年金については、市役所では国

民年金保険料を納付することができないから社会保険事務所（当時）に行っ

てください。」と言われたので、夫と子供と一緒にＢ社会保険事務所（当時）

に行き、何かの用紙に記入し、 夫が窓口で夫婦二人分の申立期間の保険料

を納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 18 年３月ごろ、社会保険事務所で夫婦二人分の申立期間の

国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の夫のオンライン記録を見ると、平成 18 年３月に夫が会社

を退職した記録が確認できるが、申立人のオンライン記録を見ると、夫の会

社の退職に伴う第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更の記録が入

力されたのは同年 10 月 17 日であることが確認でき、夫が会社を退職した同

年３月に手続を行ったとする申立てと符合しない。 

また、夫婦のオンライン記録を見ると、申立人の夫に対しては、平成 18 年

10月 10日に申立期間に係る過年度納付書が発行され、同年 10月 19日に国民

年金保険料を納付していることが確認できるが、申立人に対しては、納付書が

発行された記録が無いことから、夫に納付書が発行された時点において、申立

人については、申立期間は第３号被保険者として把握されていたため、納付書

が発行されなかったと考えられる。 

さらに、申立人の夫は、平成 18年３月 16日から政府管掌健康保険の任意継



続を行っていることがオンライン記録から確認できるところ、全国健康保険協

会は、「平成 18年３月 28日に任意継続健康保険料として２万 2,960円を収納

した。」と回答している上、Ａ市は「申立人に関する国民健康保険の加入及び

保険料納付の記録は無い。」と回答していることから、申立人の夫が平成 18

年３月に社会保険事務所で納付したとする保険料は、政府管掌健康保険の任意

継続健康保険料であったものと考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4884 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年８月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年８月から 52年 12月まで 

昭和 49 年８月ごろ、隣の奥さんに勧められたので、Ａ市役所のＢ出張所

で国民年金の加入手続を行った。 

私は、国民年金に加入当初、自宅近くの銀行又は郵便局で市の納付書を使

って、毎月 1,000 円ぐらいの国民年金保険料を納付し、また、昭和 50 年ご

ろ、Ａ市Ｃ町に転居してからは、同市役所Ｄ出張所で納付したような記憶も

あるが、だいたいは自宅近くの銀行又は郵便局で市の納付書を使って、毎月

1,000円ぐらいの保険料を納付したと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年８月ごろ、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳

記号番号が昭和 53年２月にＥ市で払い出されていることが国民年金手帳記号

番号払出簿から確認できることから、申立人が 49年８月に加入手続を行った

とする申立内容と符合しない。 

また、申立人の特殊台帳及び申立人が所持する年金手帳により、申立人が昭

和 53年１月 10日に国民年金の任意加入資格を取得していることが確認できる

ことから、申立期間は国民年金の任意加入期間における未加入期間であり、国

民年金保険料を納付することはできない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4885 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年９月から 14 年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年９月から 14年５月まで 

私の夫は、私の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付をしてくれ

た。保険料を納付する頻度は、２か月ごと又は半年ごとなど様々であった。

夫は、送付されてきた納付書を使って、Ａ社会保険事務所（当時）で保険料

を納付してくれた。 

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫が国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付をして

くれたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の被保険者資格の得喪に関するオンライン記録

を見ると、平成 16 年４月９日に、７年９月 11 日付けで第３号被保険者資格

を喪失し、併せて第１号被保険者資格を取得した記録が入力されていること

が確認できる上、申立人の所持する国民年金手帳を見ると、同年９月 11日付

けで第３号被保険者資格を喪失し、併せて第１号被保険者資格を取得した旨

が追加記載されており、それぞれの記載の下に「16.４.６」のスタンプが押

されていることが確認できる。これらのことから、申立人は、その夫の厚生

年金保険の被保険者資格喪失に伴う自身の年金資格の種別変更手続を 16年４

月まで行っていなかったため、同年４月まで、申立人は第３号被保険者と把

握されていたと考えられる。この場合、種別変更の手続を行った同年４月時

点において、申立期間のうち、７年９月から 14年２月までの国民年金保険料

は時効の成立により制度上納付することができない。 

また、平成 16年４月時点において、申立期間のうち、14年３月から同年５

月までの国民年金保険料は過年度納付が可能であるが、申立期間の保険料を



納付したとする申立人の夫は、申立期間の保険料が未納であるはずがないと

陳述するのみで、具体的な陳述を得ることはできない。 

さらに、申立期間は 81か月（６年９か月）と長期間であり、行政側がこれ

だけの長期間にわたり事務的過誤を継続するとは考え難い。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4886 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年６月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年６月から 51年３月まで 

    私は、昭和 45 年６月ごろ、国民年金を受給していた母親に勧められ国民

年金に加入した。加入手続は、駅前にあったＡ市役所に母と行った記憶があ

る。 

当時、私はＡ市Ｂ町にあった父の店の手伝いをしており、毎年届く納付書

で、同市Ｂ町にあった市役所の支所へ国民年金保険料の納付に行っていた。

昭和 49 年３月に結婚した後も、しばらくは父の店を手伝っていたので引き

続き支所に納付に行っていた。当時の保険料はよく覚えていないが、600 円

から 1,000円ぐらいだったと思う。 

最初に発行されたオレンジ色の国民年金手帳にも昭和 45 年６月３日に資

格を取得となっており、国民年金保険料を納めることは当たり前のことと思

っていたので未納の記録とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 45 年６月ごろ、国民年金に加入し、市から届く納付書で市

役所の支所から国民年金保険料を納めていたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、国民年金手帳記号番号

払出簿から、昭和 52 年５月に国民年金手帳記号番号が払い出されていること

が確認できるとともに、申立人の手帳記号番号の前後の被保険者の加入状況か

ら、同年２月ごろに加入手続を行ったと推定される。この場合、加入手続時点

において、申立期間のうち、45 年６月から 49 年 12 月までの国民年金保険料

は時効により制度上納付することはできない上、50年１月から 51年３月まで

の保険料は過年度納付が可能であるが、申立人はさかのぼって保険料を納付し

たことは無いと陳述している。 



                      

  

   また、申立人は、昭和 45 年６月ごろに国民年金に加入してからは、Ａ市か

ら毎年届く納付書で国民年金保険料を納めていたと申し立てているが、Ａ市に

おける納付方式は、昭和 47 年度までは国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検

認方式であり、申立内容と符合しない。 

   さらに、申立人は現在所持しているオレンジ色の国民年金手帳が昭和 45 年

６月ごろに国民年金の加入手続をした際に発行された最初の国民年金手帳で

あると陳述しているが、オレンジ色の年金手帳が使われるようになったのは昭

和 51年度ごろ（市町村によっては昭和 49年度ごろ）からであることから、加

入手続時期について陳述と符合しない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の国民年

金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 4887 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年２月 

    私は、平成２年２月 27 日に勤務先を退職し、厚生年金保険の資格を喪失

したので、すぐにＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、妻の国民年金につ

いても、第３号被保険者から第１号被保険者への切替え手続を行った。その

際、同年２月の二人分の国民年金保険料１万 6,000円を納付した。 

申立期間について、妻の国民年金保険料が納付となっているにもかかわら

ず、同時に納付したはずの私の保険料の納付記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成２年２月 27 日に勤務先を退職したとき、Ａ市役所で国民年

金の加入手続を行い、申立人の妻と共に申立期間の国民年金保険料を納付した

と申し立てている。 

そこで、申立人及びその妻の国民年金資格に関する記録を見ると、オンライ

ン記録から、申立人の妻は、その夫の厚生年金保険被保険者資格の喪失に伴う、

第３号被保険者から第１号被保険者への変更手続を適正に行っていることが

確認できるが、申立人については、平成 21 年４月１日に国民年金に初めて加

入した記録が確認でき、それ以前に加入した記録は無いことから、申立期間に

ついては国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を納付することはでき

ない。 

また、申立人の妻のオンライン記録を見ると、平成２年２月 28 日の第３号

被保険者の資格を喪失及び同年３月１日の第３号被保険者資格の取得の記録

は、同年５月１日で同時に処理されていることが確認できることから、同年２

月に妻の国民年金の手続を行ったとする陳述と符合しない。 

さらに、申立人は、退職時の平成２年２月ごろに申立人の妻と共に国民年金



                      

  

保険料を納付したと陳述しているが、申立人の妻について申立期間の納付状況

をみると、オンライン記録から、申立期間の保険料は、同年 10 月 29日に過年

度保険料として納付している記録が確認できることから、申立人の陳述と符合

しない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

が、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 4888 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年 10 月から９年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 10月から９年４月まで 

    私は、平成８年 10 月ごろに国民年金の加入手続を行った。大学生であっ

たときも学生免除は受けず国民年金保険料を納付した。その後も転居したそ

れぞれの市役所で保険料を納付し、その都度それまでの保険料が納付済みで

あることを確認していた。 

申立期間の国民年金保険料の納付の記録が未納とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成８年 10 月ごろに国民年金の加入手続を行った上で国民年金

保険料を納付し、その後も転居したそれぞれの市役所で保険料を納付したと申

し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、オンライン記録から、

平成 11年５月 17日に基礎年金番号が付番されたことが確認できる上、申立人

が所持する年金手帳の交付年月日の記載も同日であることから、８年 10 月ご

ろに加入手続を行ったとする申立てと符合しない。 

また、申立人の納付記録を見ると、オンライン記録及びＡ市の被保険者名簿

から、申立期間に続く平成９年５月から 11 年３月までの国民年金保険料を同

年６月 30 日に過年度保険料として納付していることが確認できるが、保険料

は、納期限後２年を経過すると時効により制度上納付できないことから、当該

保険料を納付した時点では、申立期間の保険料は時効により納付できない。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号又は基礎年金番号による納付の可能性に

ついて、オンライン記録により、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して

別の手帳記号番号の払出し又は基礎年金番号の付番が行われた形跡は見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4889 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年５月から４年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年５月から４年３月まで 

私は、当時学生だったので、親が私の国民年金への加入手続を行ったが、

その時に年金手帳は交付されなかったようだ。平成４年４月にＡ市で就職す

るまで、私の国民年金保険料は、定期的には納付せず、納付の督促を受けた

都度、母親が金融機関で納付してきたと思うので、申立期間が未加入とされ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の戸籍の附票によると、申立期間当時の申立人の住所は、Ｂ市Ｃ区で

あることが確認できるところ、同区によると、申立人に係る国民年金の加入記

録は確認できないとしている上、同区を管轄する年金事務所によると、申立人

の国民年金手帳記号番号の払出しについても確認できないとしている。この場

合、申立期間は未加入期間となり、制度上、国民年金保険料の納付ができない

期間となる。 

また、国民年金手帳記号番号の払出しについて、別途オンライン記録により

各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとする母親は、申立人の保

険料を現年度納付ではなく、督促を受けた都度納付していたとしているが、申

立期間は既に社会保険事務所（当時）における事務処理がオンライン化された

後であるにもかかわらず、オンライン記録には、申立期間に係る保険料納付の

督促のための納付書作成の記録は確認できず、申立内容と一致しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4890 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年２月から平成元年８月までの付加保険料を含む国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年２月から平成元年８月まで 

    私は、昭和 54年２月の結婚をきっかけに当時住んでいたＡ市役所へ行き、

国民年金の加入手続をした。その際、窓口の職員から付加年金についても説

明を受け、併せて加入したと思う。加入後の国民年金保険料は最初、市の窓

口及び郵便局で現金で納め、途中から銀行振替にしたと記憶している。 

    加入手続の詳細及び年金手帳の有無、当時の国民年金保険料額は定かでな

く、当時の銀行の通帳及び領収書などは、30 年以上も前になるので持って

いないが、Ａ市で加入手続をした後、Ａ市だけでなく転居後のＢ市において

も、必ず遅れることなく定期的に納付していたはずである。 

ところが、申立期間は未加入期間及び未納期間とされており納得できな

い。 

もっとよく調べて納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、平成２年４月にＢ市において払い出され

ていることが国民年金手帳記号番号払出簿より確認できる上、申立人に係る同

市の国民年金被保険者台帳からは、同年３月８日に昭和 61年９月 13日までさ

かのぼって国民年金被保険者資格を取得する届出がなされていることが明確

に確認できる。この場合、申立人については、当該届出日に加入手続がなされ

たものと推認でき、加入手続よりも前の時点において、申立期間は未加入期間

と認識されていたため、申立人は申立期間当時、制度上、国民年金保険料を納

付することはできない上、54 年２月にＡ市で加入手続をして以降、保険料を

定期的に現年度納付してきたとする申立内容とは一致しない。 

また、申立人の納付記録について、Ｂ市における申立人の国民年金被保険者



                      

  

台帳を見ると、同市での加入手続月に当たる平成２年３月より現年度納付が開

始されており、申立期間直後に当たる元年９月から加入手続月直前に当たる２

年２月までの期間に係る国民年金保険料については、元年９月の保険料が時効

で納付不能になる直前月の３年９月に過年度納付されている事跡が確認でき

る上、申立人に係るオンライン記録を見ると、同年９月７日に社会保険事務所

（当時）において過年度保険料の納付書が作成されている事跡が確認できる。

これらのことから、申立人については２年３月の加入手続以降に保険料の現年

度納付を開始し、その後、３年９月に催告に応じて申立期間直後の元年９月以

降の期間に係る保険料をさかのぼって過年度納付したものと考えるのが自然

である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

加えて、申立期間は 10 年７か月にわたり、これだけの期間連続して行政側

の納付記録が欠落することは考え難い上、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の付加保険料

を含む国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4891 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間及び 43 年１月から 51 年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年３月まで 

             ② 昭和 43年１月から 51年 12月まで 

    私は、昭和 38 年４月に結婚し、その年末に店を開店した。開店後しばら

くしたころ、区役所から、過去の未納期間の国民年金保険料を、さかのぼっ

て納付するよう通知が届いた。このことは、夫と二人で夜仕事から帰宅した

時に、玄関先で一緒に確認したことを今でもはっきりと覚えている。夫もそ

れまで保険料が未納であったが、納付金額が多額であったので、夫婦で相談

したところ、夫は、自分の老後については自分で貯金することにして、私だ

け、結婚時の持参金で 36年４月までさかのぼって保険料を納付した。 

 それ以降は、区役所から送付されてくる納付書により、国民年金保険料を

滞納することなく、銀行又は郵便局できっちり納付してきたのに、申立期間

①及び②が未納とされていることは納得できない。 

 また、記録では、私は昭和 55年６月に特例納付したことになっているが、

その時期は転居後であり、私は、転居後に国民年金保険料をさかのぼって納

付した記憶は無い。私が保険料をさかのぼって納付したのは、結婚後しばら

くした 39年ごろの一度だけである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年９月に

Ａ市Ｂ区において払い出されている現在の手帳記号番号のほか、既にその資格

が取り消された昭和 41 年度の職権による手帳記号番号が確認できるものの、

それ以前に、これらとは別の手帳記号番号の払出しの可能性について、同区に

おける国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認するとともに、オンラ



                      

  

イン記録により各種の氏名検索を行ったが、これらの手帳記号番号以外に、申

立人に対して有効な別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらないことから、申立人が主張する結婚後の昭和 39 年当時におい

て、区役所では申立人を国民年金被保険者として把握していないものと推認さ

れ、申立人に対して未納に関する通知が送付されることは考え難い。 

 また、申立人の特殊台帳によると、昭和 39年４月 23日までさかのぼって、

初めて国民年金被保険者の資格を取得していることが確認できるとともに、申

立人の所持する年金手帳に記載された資格取得日とも一致することから、申立

期間①は、記録からみると国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保

険料を納付することができない期間であるものと考えられる。 

 申立期間②について、申立人は昭和 39 年ごろに、申立期間①の国民年金保

険料をさかのぼって納付して以降は、区役所から送付されてくる納付書によ

り、銀行又は郵便局で保険料を納付してきたと申し立てているところ、申立期

間②のうち、48 年３月以前のＡ市における国民年金保険料の納付方法は、区

役所の集金人又は区役所窓口において、国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検

認方式であったことから、当時の納付実態と符合しない上、申立人自身も、こ

れまで集金人が保険料を徴収に訪れた記憶は無く、年金手帳に検認印を押して

もらった記憶も無いと陳述している。 

 また、申立期間②は９年間に及び、これほどの長期間にわたり、申立人が納

付してきたとする国民年金保険料の納付記録について、行政が毎回連続して事

務処理を誤ることは考え難い。 

 さらに、申立人の特殊台帳によると、第３回目の特例納付実施期間中の昭和

55年１月に、その時点で時効にかからず納付が可能な申立期間②直後の 52年

１月から 54 年３月までの国民年金保険料を過年度納付するとともに、当該特

例納付実施期間の最終月である 55年６月７日に、申立期間①直後の 39年４月

から申立期間②直前の 42年 12月までの保険料を特例納付し、申立人の年金受

給資格期間である 25年以上を確保していることが確認できるほか、申立人は、

それ以降、60 歳期間満了となる平成 12 年＊月までの約 21 年間、保険料を滞

納することなく完納していることが記録されていることから、これらの納付記

録自体に特段不合理な点は認められない。その上、申立人は、保険料をさかの

ぼって納付したのは一度のみであるとしていることなどを踏まえると、申立人

が主張する申立内容の記憶は、当該特例納付及びそれ以降の記憶であるものと

考えるのが自然である。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②について国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4892 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年９月から平成元年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年９月から平成元年３月まで 

    私は、会社を退職する際、今後のために国民年金に加入するよう勧められ

たので、退職前の昭和 63年９月 15日に社会保険事務所(当時)で加入手続を

行った。その時、同年９月から平成元年１月までの束になった複写式の納付

書を渡されたので、その場で昭和 63 年９月の国民年金保険料を納付し、残

りの保険料は、毎月又は２か月ごとに区役所で納付してきた。 

 その後、平成元年２月及び同年３月の１枚の納付書が自宅に届き、国民年

金保険料を納付したが、同年４月から同年６月までの納付書については、私

の失業保険の支給が終了し、夫の健康保険の扶養に入った同年７月を過ぎた

秋ごろになって送付されてきたが、すぐには納付できず、翌年の２年２月に

なって区役所で納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのであれば、１年以上経

過した後に、申立期間直後の平成元年４月から同年６月までの納付書だけが

送付されてくるのはおかしいと思う。 

 私は、夫の健康保険の扶養に入った時に、これで国民年金保険料の納付は

終わったものと思い、申立期間の領収証書は破棄したので、現在は、平成元

年４月から同年６月までの領収証書しか残っていないが、確かに申立期間の

保険料を納付しているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金の被保険者資格については、加入手続の時期及び国民年金保険料の

納付の有無にかかわらず、国民年金の第１号被保険者又は第３号被保険者に該

当した日に被保険者資格を取得するものとされている。 

 そこで、申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、申立人及びその国



                      

  

民年金手帳記号番号前後の第３号被保険者の記録から、平成元年９月ごろに加

入手続が行われたものと推定され、申立人が会社を退職し、厚生年金保険被保

険者の資格を喪失した昭和63年９月16日までさかのぼって第１号被保険者の

資格を取得するとともに、申立人がその夫の被扶養配偶者と認定された平成元

年７月 24 日までさかのぼって第３号被保険者の資格を取得していることが申

立人のオンライン記録により確認できる。したがって、加入手続が行われた時

点において、申立期間の国民年金保険料は、過年度保険料であるが、申立人は、

申立期間について、保険料をさかのぼって納付したことは無いと陳述している

ほか、基本的に現年度保険料の収納しか取り扱わない区役所で納付することが

できないものと考えられる。 

 また、申立人は、昭和 63 年９月に社会保険事務所で国民年金の加入手続を

行い、申立期間の一部である同年９月から平成元年１月までの納付書を渡され

たと申し立てているところ、国民年金の加入手続は、社会保険事務所で行うこ

とができないものとされているとともに、申立内容のとおりであれば、当該納

付書は、現年度保険料の納付書となるが、申立期間当時において、現年度保険

料は、区役所の所管であり、社会保険事務所が現年度保険料の納付書を発行す

ることは考え難い。 

 さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、オンライン

記録により旧姓を含めた各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立

人が申立期間の国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4893 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年２月から 47 年３月までの期間及び 49 年１月から 55 年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年２月から 47年３月まで 

             ② 昭和 49年１月から 55年 12月まで  

    私の国民年金保険料については、父が父母及び弟の分と一緒に納付してく

れていると思っていたのに、昭和 53 年ごろの年末に、区役所から電話連絡

があり、過去の未納期間の保険料を納付するよう言われたので、翌年早々に、

１回７万円ぐらいの金額を４回に分割して保険料を納付し、それ以降は、自

分で保険料を納付してきた。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされているので、よく調べて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年ごろの年末に、区役所から電話連絡があり、翌年早々

に過去の未納期間の国民年金保険料を４回に分割して納付したと申し立てて

いる。 

   そこで、申立人の特殊台帳を見ると、その５年後の年末である昭和 58年 12

月に、この時点で時効にかからず納付が可能であった申立期間②直後の 56 年

１月から 57 年３月までの国民年金保険料をさかのぼって過年度納付するとと

もに、翌年 59 年４月に、57 年７月から 58 年３月までの保険料を同様に過年

度納付していることが確認できるなど、この当時、現年度納付を含めて、７万

円弱の保険料を数回にわたり納付していることがうかがえるところ、申立人

は、これらの保険料の納付については記憶に無いと否定している。 

   また、申立人が区役所から電話連絡があったとする昭和 53 年末当時は、第

３回目の特例納付実施期間中であるが、申立人が、この時期に過去の未納期間



                      

  

の国民年金保険料をさかのぼって特例納付していたとした場合、その直後の期

間及び申立期間②直後の過年度保険料の納付済期間を含めると、特例納付後に

３年以上にわたる現年度保険料の未納期間が生じることから、過去の未納期間

の保険料を分割して納付後は、申立人が自身で保険料を納付してきたとする申

立内容からすると不自然である上、申立人に、その時期を同年ごろの年末とす

る理由について改めて事情を聴取したところ、年も押し迫ったころであったこ

とはよく覚えているが、30 歳となったころからアルバイトを始めるようにな

ったので、そのころと思うとするのみであり、時期を特定できる具体的な陳述

を得ることができなかったことなどを踏まえると、申立人が分割して納付した

と主張する過去の未納期間の保険料は、申立人は否定しているが、納付記録が

存在する 58 年の年末以降に数回にわたって納付した申立期間②直後の過年度

保険料を含む一連の保険料であるものと考えるのが自然である。 

   さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、国民年金手

帳記号番号払出簿の内容をすべて確認するとともに、オンライン記録により各

種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間①及び②につ

いて国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4894(事案 1593及び事案 3128の再申立て)  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年７月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年７月から 44年３月まで 

           ② 昭和 44年４月から 47年３月まで 

私は、昭和 37年７月に結婚した後、39年ごろに国民年金の加入手続を行

い、自宅に来ていた集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を支払っていた。 

昭和 40 年７月にＡ市Ｂ区から同市Ｃ区に転居した後も、それまでと同様

に私が自宅に来ていた女性の集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を支払

っていた。当時の保険料月額は200円ぐらい又は300円までであったと思う。 

申立期間の国民年金保険料について、夫の分だけ納付済みとされ、私の分

が未納となっているのは納得できないとして、年金記録確認第三者委員会に

申し立てたが、認められない旨の回答を受けた。 

そこで、回答後に、Ａ市からＣ区の被保険者名簿を入手したところ、ⅰ）

申立期間①について、被保険者名簿では夫婦共に空欄のままとなっていたこ

と、ⅱ）区の被保険者名簿では夫婦共に同じ内容となっているにもかかわら

ず、社会保険事務所（当時）の記録では、夫の申立期間の国民年金保険料は

納付済みとされて、私の保険料のみ未納とされていること、ⅲ）申立期間②

について、申立人の夫の被保険者名簿を見ると、申立期間の保険料納付日は

すべて昭和 47年６月 30日付けとなっているが、これは、同年４月から同年

６月までの夫婦の保険料納付日と同一であるから、私の分の保険料も一緒に

納付されているはずであることから、新たな資料として、Ｃ区の被保険者名

簿を提出して、年金記録確認第三者委員会に再び申し立てたが、認められな

い旨の回答を受けた。 

    しかし、再申立てに対する年金記録確認第三者委員会から記録訂正が認め

られない旨の回答の中で、Ａ市Ｃ区への転入日付けが、昭和 47 年６月 30

日とされていることから、申立期間の国民年金保険料を納付することができ



                      

  

ないとあるが、Ｄ市から戸籍の附票を入手したところ、Ａ市Ｂ区から同市Ｃ

区への転入日付けは 40 年７月８日とされており、Ｃ区の被保険者名簿の記

載が誤っていることは明らかであり、再度、審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

本件の申立てについては、Ａ市Ｃ区の国民年金被保険者名簿を見ると、申立

人及びその夫の国民年金に係るＢ区からＣ区への転入手続は昭和 47年６月 30

日に行われたと記録されており、この時点において、申立人が同区で申立期間

の国民年金保険料を集金人に現年度納付できないこと、また、夫の特殊台帳及

び国民年金被保険者名簿を見ると、申立期間①の保険料を特例納付、申立期間

②の保険料を過年度納付していることが確認でき、集金人に夫婦二人分の保険

料を納付していたとする申立内容と符合しないことなどから、既に当委員会の

決定に基づき、平成 21年１月 30日付けで年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

その後、申立人は、国民年金保険料の納付を示す新たな資料として、Ａ市Ｃ

区の夫婦の国民年金被保険者名簿を提出したが、当該資料については、既に当

委員会が入手し、調査及び分析の上審議しているものであり、当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情には該当しないとして、既に当委員会の決定に

基づき、平成 21年８月 17日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

そこで今回、申立人は、国民年金保険料の納付を示す新たな資料として、申

立人の戸籍の附票を提出したが、この資料についても、既に当委員会が社会保

険事務所を通じてＤ市から入手し、調査及び分析した上で、決定の根拠とした

ものであり、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな資料とは認め難い。 

これらのことを総合的に判断すると、申立人提出の資料からは、申立人の申

立期間の国民年金保険料の納付を示す内容は見当たらず、その他に当委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4895 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11年２月から同年６月までの期間及び平成 13年 12月から 14

年 10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 11年２月から同年６月まで 

             ② 平成 13年 12月から 14 年 10月まで 

平成 11年２月に会社を退職した際、母と一緒にＡ社会保険事務所（当時）

に出向き、国民年金の加入手続を行った。その場で、母が申立期間①の国民

年金保険料を一括で納めてくれたはすである。 

申立期間②については、母が死去した後だったので、自分が社会保険事務

所（当時）で手続を行い、後日、郵送されて来た納付書により社会保険事務

所で、この時も一括して国民年金保険料を納付したはずである。金額につい

ては、10万円以上であった記憶がある。 

申立期間が未納と記録されているのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②のいずれについても、会社を退職した際、社会

保険事務所に出向き、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行ったとして

いる。 

しかし、オンライン記録を見ると、少なくとも申立期間①については、厚生

年金保険被保険者資格の喪失の２か月後である平成 11年４月 23日になって、

社会保険事務所から、国民年金への切替手続に係る勧奨通知が送付されている

ことが確認でき、自ら手続したとする申立内容と符合しない。 

また、申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料について、いずれも資

格の取得手続を行った後、就職活動中に一括して納付したと申し立てているも

のの、国民年金の被保険者資格の取得手続時点においては、保険料の納付期間

を限定することはできないことから、一括納付したとする申立内容の不自然さ



                      

  

は否めない。 

さらに、申立期間は、それぞれ５か月及び 11 か月と短期間であるものの、

当時は既に国民年金保険料の収納等に係るオンライン処理化が導入された以

降の期間であり、また、平成９年１月以降は基礎年金番号が導入されたことに

伴い、記録漏れ及び記録誤り等は考え難く、特に 14 年４月以降は、保険料の

収納業務が国に一元化されたことに伴い、保険料の納付記録については、金融

機関等からの電磁的データによる事務処理の機械化が一層促進された時期で

あり、保険料の収納及び納付記録管理における事務的過誤が繰り返されたとは

考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間②の国民年金保険料について、一括して 10 万

円以上を納付したと申し立てているところ、オンライン記録を見ると、申立人

は、平成 17年７月から同年 10月までの保険料を同年 12月 15日付けで、妻と

共に一括納付しており、その合計金額は 10 万 8,640 円となることから、当該

期間の保険料の納付と混同している可能性も否定できない。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4896 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年６月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年６月から 61年３月まで 

    申立期間当時、大学生だったが、私の国民年金の加入手続は母が行い、国

民年金保険料についても母が納付してくれていたと思う。 

    具体的なことは分からないが、申立期間当時、オレンジ色の年金手帳を見

たことがあり、また、母から、「あなたの国民年金保険料は私が納付してい

るから、あなたは納付する必要は無い。」と言われたことを記憶している。 

    申立期間が国民年金の未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録を見ると、申立人は、厚生年金保険被保険者資格を喪失した

平成 11 年７月１日に初めて国民年金被保険者資格を取得したことが確認で

き、申立期間当時においては、申立人は、国民年金の任意未加入期間であるた

め、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

   また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手帳記号

番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、

当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、申

立人に手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、保険料の納付を担っていたとする申立人の母親は既

に他界しているため、当該期間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとし

たが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4897 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年 12 月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月から 62年３月まで 

昭和 58年 12月ごろ、Ａ市役所から、加入勧奨のはがきが来たので、母が

Ａ市役所へ行き、加入手続をしてくれたと思う。 

手続後の国民年金保険料の納付は、昭和 61 年４月から母が第３号被保険

者となるまでは、母自身の分と一緒に納付し、その後も、母が納付してくれ

てはずである。 

    申立期間について、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人が国民年金被保険者資格を取得した履歴

は認められず、申立期間は国民年金の任意未加入期間とされていることから、

制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行

ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

さらに、Ａ市が保存する国民年金被保険者名簿を調査したが、申立人に係

る記録は見当たらなかった。 

加えて、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料の納付を行った

とする事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはでき

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7921（事案 3128及び 5107の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年３月１日から 37年 12月１日まで 

             ② 昭和 37年 12月１日から 40年１月 15日まで 

    前回の年金記録確認第三者委員会の審議においても主張していたが、脱退

手当金を受領したとされる昭和 40年３月 24 日には、Ａ県Ｂ市を居住地とし

ていたこと、及び今回提出した除籍謄本には、息子が同年＊月＊日に出生し

たことを示す記録があり、同年３月 24 日には既に妊娠していたことから、

Ｅ市で脱退手当金を受領することは物理的に不可能である。 

    申立てが認められないのは、同時期にＣ社を退社した女性が脱退手当金を

受領したことを理由としているが、そのすべての者はＤ地方に居住地があり、

私の場合とは全く状況が違うため、納得ができない。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、事業主（Ｃ社）による脱退手当金の代

理請求がなされた可能性が否定できないこと、及び申立人の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する表示が確認できるほか、

脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格の喪失日から約２か月後の昭和40年３月24日に支給決定されている

など一連の事務処理に不自然さがうかがえないことから、既に当委員会の決定

に基づき、平成 21年２月 27日付け及び同年 12月 18日付けで年金記録の訂正

が必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人が新たな事情として提出した除籍謄本及び母子手帳は、前回

の審議において、「支給決定時はＡ県に居住していたため、脱退手当金を受け

取ることはできない。」と主張していたことについての補足資料であるが、「申



立人の資格喪失日(昭和 40年１月 15日)の約 1年から２年後(昭和 41年 3月か

ら 42 年２月)に資格を喪失し脱退手当金を受給している６人の脱退手当金裁

定請求書を見ると、そのうち４人は居住地に近い銀行において隔地払い、１人

は指定口座への振込み、もう１人が事業所を管轄する社会保険事務所（当時）

において当地払いにより支払われていることが確認できることから、居住地に

関係なく、受領することは可能である。」との委員会としての判断を変更すべ

き新たな資料には当たらない。 

これらの事情を踏まえると、当初の主張及び資料と併せて検討しても、委

員会の当初の判断を変更すべき事情は認められず、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7922 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年 11月１日から 22年４月 15日まで 

             ② 昭和 23年９月 17日から 25年４月 11日まで 

             ③ 昭和 25年４月 11日から 26年 10月 19日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金の請求手続はしておらず、受給した記憶も無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金の請求手続はしておらず、受給した記

憶も無いとしている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被

保険者資格の喪失日から約１か月後の昭和 26 年 11月 22 日に支給決定されて

いることが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、保険給付

欄に脱退手当金を支給したことを示す「脱手」の記載が有り、資格期間、支給

金額及び支給年月日はオンライン記録と一致している上、脱退手当金の支給金

額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被

保険者期間がなければ年金は受給できなかったことから、申立人が脱退手当金

を受給することに不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7923 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年２月５日から 26年１月 25日まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

   しかし、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保

険者資格の喪失日から約８か月後の昭和26年10月１日に支給決定されている

ことが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、保険給付欄

に脱退手当金を支給したことを示す「脱退」の記載が有り、資格期間、支給金

額及び支給年月日はオンライン記録と一致している上、脱退手当金の支給金額

に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、前述被保険者台帳の備考欄には「48 条２項」と記載されていると

ころ、当時の脱退手当金は、婚姻又は分娩による退職が受給要件であり、戸籍

謄本によると、申立人は脱退手当金の支給決定日から約５か月半前の昭和 26

年４月＊日に婚姻したことが確認できる。 

加えて、申立期間当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年

金保険被保険者期間がなければ年金は受給できなかったことから、申立人が脱

退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人に聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年 11月５日から 34 年２月２日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における二度目の加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

    しかし、昭和 29 年 10 月 29 日にＡ社を一旦
いったん

退職した際、脱退手当金約３

万円を受け取ったが、復職後の申立期間に係る脱退手当金については、請求

手続はしておらず、受け取った記憶も無いので、申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金の請求手続はしておらず、受け取った

記憶も無いとしている。 

しかし、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金はＡ社における最後

の厚生年金保険被保険者資格の喪失日である昭和 34 年２月２日から約２か月

後の同年３月 27日に支給決定されていることが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、Ａ社におけ

る最初の資格喪失日である昭和 29 年 10 月 29 日については、脱退手当金が支

給された事跡は無い上、備考欄に「回答済・34．２．19」の記載が有り、申立

人の脱退手当金が 34年 3月 27日に支給決定されていることを踏まえると、脱

退手当金支給額の算定に伴い記載されたものと考えられる。 

さらに、申立人は、約３万円の脱退手当金を受給したと陳述しているところ、

昭和 29 年 10 月 29 日の資格喪失後に脱退手当金を受給したとすれば受給額は

約１万２,000 円となり、申立人の記憶している受給額とは相違するが、オン

ライン記録における支給額（2 万 9,390 円。昭和 23 年６月１日から 29 年 10

月 29 日までの期間及び同年 11 月５日から 34 年２月２日までの期間を対象と



して、脱退手当金の支給が決定されている。）と申立人が陳述する額はほぼ符

合している。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7925（事案 2534の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年５月１日から 59年 12月 31日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した加入記録が無いとの回答を受けた。 

しかし、Ａ社が法人化されてから退職するまで厚生年金保険に加入して

いたと思っており、同社の元事業主も「申立期間に厚生年金保険料を控除し

ていた。」と陳述していたことから、年金記録確認第三者委員会に記録の訂

正を求めて申立てを行ったが、同社と申立人は請負的な契約関係であったと

考えるのが相当である等として、記録の訂正は認められなかった。 

私とＡ社とは請負的な契約関係ではなく、そのような雇用関係はあり得

ない。 

前回の決定後、新たにＡ社の元事業主が作成した申立期間当時の厚生年

金保険料控除が確認できる宣誓供述書を提出するので、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚等の陳述から判断して勤務は認めら

れるものの、ⅰ）申立人が提出した「就労期間証明書」の署名は、元事業主が

書いたものとは認め難い、ⅱ）Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において記録の有る者については、厚生年金保険と雇用保険の被保険者資格の

取得が同時になされていることが確認できるが、申立人が同社において雇用保

険に加入した記録は確認できない、ⅲ）申立人は、申立期間当時の給与は歩合

制で固定給は無かったと陳述していることから、同社と申立人とは請負的な契

約関係であったと考えるのが相当である等として、既に当委員会の決定に基づ

き、平成 20 年 11 月 20 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行



われている。 

今回、申立人は、新たな事情として、Ａ社の元事業主の署名押印のある「宣

誓供述書」と題する書面（以下「供述書」という。）及び同人の印鑑証明書を

提出しており、供述書には、「ⅰ）申立人を社会保険に加入させていた、ⅱ）

社会保険関係の手続は経理担当のＢ氏に任せていた。Ｂ氏には全員加入させる

ように指示していたので、申立人の社会保険の加入が漏れるはずはない。」と

記載されている。 

しかし、供述書には申立人の申立期間当時の給与額及び社会保険料控除額に

ついての具体的な記載は無く、ほかに申立人の申立期間に係る厚生年金保険料

の控除を確認できる資料も無いことから、供述書だけをもって、申立人の申立

期間に係る厚生年金保険料の控除を認めることはできない。  

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、供述書に記

載されている経理担当者であったＢ氏の加入記録は確認できない上、同人の連

絡先も不明であり、同人から申立人の申立期間に係る保険料控除の状況を確認

することもできない。 

このほか、申立人から新たな資料及び情報の提出は無く、委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被

保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 7926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年１月 24日から 24 年 10月ごろまで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同

社には、約２年間勤務したのに加入記録は３か月しかないので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、加入記録の有る昭和 22年 10月１日から 24 年 10月ごろまでの約

２年間、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 25年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社等から申立人の申立期

間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載され

たページを含む前後計６ページに記載された昭和生まれの元従業員のうち連

絡先が判明した３人に照会し２人から回答を得たが、申立人を覚えている者

はおらず、これらの者から申立人の申立期間における勤務実態等を確認する

こともできない。 

さらに、申立人の保険料控除に係る記憶は曖昧
あいまい

であり、このほかに、申立

人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 7927 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年２月ごろから同年 12月１日まで 

             ② 昭和 26年 10月１日から 28年８月ごろまで 

船員保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ社に

勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社に

は、約３年半の間、船員として勤務したので、申立期間を船員保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録において、申立人と同時期にＡ社で

船員保険被保険者記録の有る元従業員13人に照会し回答のあった10人のうち

１人が、「自分は、学校を卒業後の昭和 25年３月にＡ社に船員として入社した

が、申立人は、自分より前から勤務していた。また、申立人と一緒に乗ってい

た船がＢ地点付近で沈没した。」旨陳述しているところ、申立人も「20歳又は

21 歳のころ、Ａ社でＣ職として乗った船が、自分が夜中の当番の時にＢ地点

付近で座礁し沈没した。」と陳述している上、国土交通省海難審判所の記録に

よると、申立人及び元従業員の陳述に符合する事件が昭和 25 年８月＊日に発

生していることが確認できることから、期間は特定できないものの、申立人が

同社で船員として勤務していたことが推認できる。 

しかし、前述の回答があった 10 人のうち、前述の沈没した船で申立人と一

緒に勤務していた元従業員を含む７人について、船員保険の加入記録を見ると、

Ａ社に入社した時期の約３か月から２年経過後に資格を取得していることが

確認できることから、同社では必ずしも入社と同時に従業員を船員保険に加入

させていたわけではなかったことがうかがえる。 

申立期間②については、申立人は、昭和 28 年８月ごろまでＡ社で勤務した



と申し立てている。 

しかし、前述の回答があった 10 人全員が申立人の退職日については分から

ないとしており、これらの者から申立人の申立期間における勤務実態及び保険

料控除等を確認することはできない。 

また、商業登記簿によると、Ａ社は、昭和 53 年に解散しており、同社等か

ら、申立人の同社における勤務実態及び保険料控除の状況を確認できない。 

このほか、申立期間①及び②における保険料控除に係る申立人の記憶は曖昧
あいまい

であり、控除を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7928 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年５月から 20年５月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。旧制中学校を

卒業後、同社のＢ業務従事者だったので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記憶す

る同僚が申立期間に被保険者であったことが確認できること、及び同社が申立

期間当時に運用していた機器に係る申立内容が元従業員の陳述と符合するこ

とから判断して、時期は特定できないものの、申立人が申立期間に同社で勤務

していたことが推認できる。 

しかし、昭和 17 年６月施行の労働者年金保険法は、19 年 10 月に厚生年金

保険法が施行されるまでは、工場及び炭鉱で働く男子の肉体労働者のみを対象

としていたところ、記録上、申立人の業務内容はＢ業務従事者であって肉体労

働者ではなかったことから、申立期間のうち、同年５月から同年９月までの期

間は、申立人は厚生年金保険（労働者年金保険）の加入対象者ではなかったも

のと認められる。 

また、Ａ社は昭和 25 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立期間当時の事業主も連絡先が不明であるため、同社等から申立人の申立期

間に係る保険料控除の状況等を確認することはできない。 

さらに、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除に係る記憶は曖昧
あいまい

であり、このほかに、当該控除を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7929 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年７月から 28年９月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

駅前にあった進駐軍管理下のＢ事業所でＣ業務に従事した申立期間の加入

記録が無いとの回答を受けた。勤務したことは間違いないので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ駅前にあった進駐軍管理下のＢ事業所でＣ業務に従

事し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、連合国駐留軍に勤務する日本人従業員については、「進駐軍労務者

に対する健康保険法及び厚生年金保険法の適用に関する件」（昭和 23 年 12

月１日付保発第 92 号厚生省保険局長通知）により、昭和 24 年４月１日から、

連合国駐留軍の所在地を管轄する都道府県が、国の委託業務実施機関として渉

外労務管理事務所を設置して、国の雇用人としての身分で社会保険を適用する

こととされたところ、進駐軍労務者を管理する渉外労務管理事務所に係る厚生

年金保険被保険者記録を継承するＤ防衛局は、「駐留軍管理下で、申立人が申

し立てている「Ｂ事業所」が厚生年金保険の適用事業所となった記録は見当た

らない。また、申立期間における申立人の人事記録及びその他申立人に関する

資料等についても該当資料は無い。」と回答している。 

また、日本年金機構Ｅブロック本部Ｆ事務センターは、「Ｇ県下における駐

留軍関係の事業所名称検索を行ったが、申立人が勤務したと申し立てている事

業所名は見当たらない。」旨回答している。 

さらに、申立人は、申立期間当時の事業主及び同僚等の名前を覚えていない

ため、これらの者から、申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険



料控除の状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7930 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月から 37年１月６日まで 

             ② 昭和 37年３月１日から同年４月まで 

             ③ 昭和 40年 11月 29日から 43年７月まで 

 厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間①及び②については、昭和 34年４月から 37年４月までＡ社に勤

務したのに、同年１月６日から同年３月１日までの加入記録しかない。 

申立期間③については、昭和 43年７月までＢ社に勤務したのに、40年 11

月 29日までの加入記録しかない。 

申立期間もそれぞれの会社に勤務していたので、厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①については、複数の元同僚の陳述から判断して、期間は特定でき

ないものの、申立人が申立期間もＡ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と

同日の昭和 37 年１月６日に被保険者資格を取得している６人（経理担当者１

人を含む。）は、申立人及び元同僚の陳述から、34 年ごろから 36 年ごろにか

けて同社に入社したと推認されることから、同社では、申立期間当時、必ずし

も入社後すぐには従業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうか

がえる。  

 申立期間②については、申立人は、Ａ社を退職してから、次に勤務した事業

所で被保険者資格を取得するまで約１か月も空白は無いと申し立てている。 

 しかし、Ａ社は、「申立期間当時の書類は残っていない。」と陳述しており、



同社から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認で

きない。 

また、前述被保険者名簿において、昭和 37 年４月１日に被保険者資格を喪

失している元同僚は、「はっきりとした時期は覚えていないが、申立人は私よ

り先に退社した。」と陳述している。 

 申立期間③については、申立人は、Ｂ社に昭和 40年７月 25日から約３年間

勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、昭和 52 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、同社から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認

できない。 

また、申立人は同僚等の名前を記憶していないため、オンライン記録におい

て、申立期間にＢ社で被保険者記録の有る元従業員 36人に照会し 22人から回

答を得たが、申立人を覚えている者はおらず、これらの者から申立人の申立期

間に係る勤務実態等を確認することもできない。 

 このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る保険料控除を確認できる関

連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7931 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社(現在は、Ｂ社)に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの

回答をもらった。同社には、昭和 48 年３月 31 日まで勤務していたので、

申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人が昭和 48年３月 31日までＡ社に継続して勤務

していたことが認められる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人が

同社に勤務した期間を含む昭和 47 年４月１日から 53 年３月 31 日までの期間

に、被保険者資格を喪失している者は 37 人確認できるが、そのうち、１日付

けで資格を喪失している者はいない。 

また、当該 37人のうち、申立人と同時期の昭和 48年２月 25日から 49年３

月 31 日までの期間に資格を喪失している元従業員７人について、雇用保険の

記録を調査したところ、申立人と同様に、離職日は月の末日であるが、厚生年

金保険も同日に資格を喪失している者が複数確認できる。 

これらのことから、申立期間当時、Ａ社では、月末まで勤務した従業員につ

いて、厚生年金保険の資格喪失日を翌月１日とせず、退職日の属する月に資格

を喪失させていたことがうかがえる。 

さらに、Ｂ社の総務担当者は、「申立期間当時の資料は残っていないが、申

立期間に係る保険料を申立人の給与から控除していたのに社会保険事務所に

納付していなかったとすると、保険料の計算が合わなくなるので、控除はして

いなかったと思う。」と陳述している。 



加えて、申立期間当時の経理担当者は連絡先不明であることから、同人から

申立人の申立期間における保険料控除等の状況を確認することができない。 

また、申立人と同様に、月の末日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失して

いる元従業員９人に照会し５人から回答を得たが、資格喪失月の保険料控除に

ついて記憶している者はおらず、給与明細書など資格喪失月の保険料控除を確

認できる資料を保管している者もいなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7932 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 11年８月から 12年６月１日まで 

    ねんきん特別便により、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが

分かった。申立期間は、Ａ社が経営する店でＢ職として勤務していたので、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から判断すると、期間は特定できないものの、申立人がＡ

社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、平成 18 年に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっており、申立期間当時の事業主は、「Ａ社は、平成 18

年にＣ社に合併・買収されたため、申立期間当時の資料はすべて同社に渡して

いる。」と陳述しているところ、Ｃ社は、「Ａ社の事業を譲り受けたが、申立期

間当時の資料は保存しておらず、申立人の給与からの保険料控除については不

明である。」としている。 

また、申立人が氏名を記憶している同僚について、オンライン記録を見ても、

Ａ社に係る被保険者記録が確認できない者が複数いることから、申立期間当時、

同社では、必ずしもすべての従業員を厚生年金保険に加入させていたわけでは

なかったことがうかがえる。 

さらに、Ｄ市の記録によると、申立人は、申立期間の約６か月前である平成

11年２月 12日に、社会保険離脱のため国民健康保険の被保険者資格を取得し、

申立期間の終期の翌日である 12 年６月２日に、社会保険加入のため同被保険

者資格を喪失していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7933 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成元年３月５日から３年５月１日まで 

    ねんきん定期便により、申立期間の標準報酬月額が実際の給与額よりも低

く記録されていることが分かった。申立期間は、Ａ社で勤務し、給与額は

20万円から 25万円以上だったので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の給与額は 20万円から 25万円以上であったのに、社会

保険事務所（当時）に記録されている標準報酬月額はこれより低額であると申

し立てている。 

しかし、申立期間当時の事業主は、「当時の資料は保存していないが、報酬

月額は基本給部分のみで計算し、手当等は一切含まない金額を社会保険事務所

に届け出ていた。給与からの保険料控除は、基本給部分のみを対象とし、手当

部分からは行っておらず、このことについては、社員に説明していた。」と陳

述している。 

また、オンライン記録から、申立期間に被保険者記録が確認できる複数の元

従業員は、「基本給部分のみで標準報酬月額を計算し、社会保険の手続を行う

とする事業主の説明は覚えていない。」と陳述しているが、元従業員の一人は、

「事業主から、基本給部分についてのみ厚生年金保険の対象とし、手当部分は

対象としないと説明があったと思う。Ａ社を退職後に勤務した事業所の給与は、

Ａ社と同程度の金額だったが、給与からの保険料控除額は、転職後に倍額程度

になった記憶がある。」と陳述しているところ、同人がＡ社を退職した直後に

勤務した事業所に係る標準報酬月額は、Ａ社に係る標準報酬月額の倍額程度と

なっていることがオンライン記録で確認できることから、同社では、社会保険

事務所に届け出た報酬月額に基づき決定された標準報酬月額に基づく保険料



を給与から控除していたものと推認される。 

さらに、申立期間当時、Ａ社の税務関係事務を受託していたとするＢ社は、

「当社は、Ａ社の税務関係事務を受託していたが、給与計算及び社会保険事務

も受託していたかどうかは、当時の資料を保存していないことから、不明であ

る。」としており、当時の担当者は、「Ａ社の給与計算及び社会保険事務は受託

していなかったことから、給与から保険料が控除されていたかどうかは分から

ない。」と陳述している。 

加えて、オンライン記録において、申立期間当時、Ａ社における被保険者記

録が確認できる元従業員と申立人の標準報酬月額を比較しても、申立人の標準

報酬月額のみが低額であるという事実は認められないほか、申立人の標準報酬

月額に遡及
そきゅう

訂正等の不自然な点も見られない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7934 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 20年 10 月 16日まで 

    私の年金記録を確認したところ、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録が

脱退手当金支給済みとなっていた。 

脱退手当金を請求した覚えも、受給した覚えも無いので、申立期間を厚 

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給した記憶も無

いと申し立てている。 

しかし、オンライン記録を見ると、申立人に係る脱退手当金は、Ａ社におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１年２か月後の昭和21年12月３

日に支給決定されていることが確認できる。 

また、厚生年金保険記号番号払出簿及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）

には、申立人に脱退手当金を支給したことを示す｢脱｣の表示が確認できる上、

脱退手当金支給に係る詳細な記録（支給日は昭和 21年 12月３日、支給金額は

138 円 83 銭）が記載されており、その内容はオンライン記録と一致している

ほか、申立人の脱退手当金支給金額に計算上の誤りが無いなど、一連の事務処

理に不自然な点も見当たらない。 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された当時は、通算年金制度創設前

であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金は受給できな

かったことを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはう

かがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立 

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7935 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年１月 21日から 34 年 10月 15日まで 

    年金事務所の記録によると、Ａ社に勤務していた期間について、脱退手当

金支給済みとの回答を受けた。 

Ａ社の勤務中に、事業所及び同僚から脱退手当金の説明を受けたこともな

く、また、Ａ社を退職した時に脱退手当金の請求をしたことも受給した記憶

も無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、Ａ社において厚

生年金保険被保険者資格を喪失した日から約２か月後の昭和 34 年 12 月 11 日

に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が

記載されている欄の前後 158 人のうち、申立人とほぼ同時期（昭和 32 年１月

から 36年 12月までの期間）に脱退手当金の受給要件を満たし、資格を喪失し

ている 21 人について、脱退手当金の支給記録を確認したところ、受給者は申

立人を含め 13 人みられ、このうち７人は資格喪失後の６か月以内に支給決定

されていることが確認できる上、同一日に脱退手当金を支給決定している複数

の者もみられることから、申立人についても、その委任に基づき事業主による

代理請求が行われた可能性が高いものと考えられる。 

また、上記 21 人のうち、脱退手当金の受給記録が確認できる者は、「私は、

Ａ社の社会保険事務担当者から脱退手当金についての説明があり、退職する前

に脱退手当金を同社から受け取った。」旨を陳述しているほか、脱退手当金の



受給記録が確認できない者からも、「私は脱退手当金を受け取ってはいないが、

結婚を控えていた多くの若い人は、Ａ社の社会保険事務担当者に脱退手当金の

手続を依頼し、退職月の給与と一緒に脱退手当金を受け取っていた。」旨の陳

述が得られた。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳(旧台帳)において、脱退手当金

が支給決定される直前の昭和 34 年 11 月 24日付けで脱退手当金算定のために

必要となる標準報酬月額等について、社会保険庁（当時）から管轄社会保険事

務所（当時）へ回答したことを示す「回答済」の表示が確認できることから、

当時、脱退手当金の裁定請求手続が行われたことがうかがわれる。 

加えて、Ａ社に係る上記被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給

されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、脱退手当金支給額に計算上の

誤りは無く、事務処理上も不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月 19日から 43 年５月６日まで 

 私は、昭和 39 年 10月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社したが、その時の給

与額は３万 9,000円であった。 

しかしながら、年金事務所の記録では資格取得時の標準報酬月額が２万

6,000円とされている。 

申立期間の標準報酬月額を実際の報酬額に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に係る申立期間の標準報酬月額が実際の給与支給額とは異な

っていると申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、｢当時の賃金台帳等の資料を保存していないため、申立人

に対する給与支払額及び保険料控除については不明。｣と回答していることか

ら、申立人の申立期間における給与支払額等を確認することができない。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の標

準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正された形跡は認められず、記録に不自然な点も見当

たらない。 

   また、Ａ社において、申立人と同日の昭和 39 年 10月 19 日付けで厚生年金

保険の被保険者資格を取得している同僚に対して、同社における標準報酬月額

の届出状況及び保険料控除等について事情照会したものの、複数の同僚から

「入社時における初任給として３万 9,000円ももらっていなかった。私の入社

時の給与支給額は社会保険事務所（当時）の記録どおりであったと思う。」旨

の陳述が得られ、事実に反して標準報酬月額が低く届け出られていると回答し

た者は見当たらないほか、上記被保険者名簿において、これら同僚の標準報酬

月額の記録が遡及して訂正された形跡も認められない。 



さらに、申立人は、申立期間に係る給与明細書を所持していない上、同僚か

らも当時の給与明細書等の提示は無く、申立人主張の給与支給額を基に事業主

が給与から厚生年金保険料を控除していたことをうかがわせる資料及び周辺

事情も見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月１日から９年 10月１日まで 

ねんきん定期便によると、Ａ社Ｂ支店で資格を取得した平成８年７月から

９年９月までの標準報酬月額が、前職及び同支店における同年 10 月以降の

標準報酬月額と比較して低くなっている。 

申立期間の給与明細書等は持っていないが、申立期間中の給与支給額に大

きな変化は無く 30 万円程度であったので、給与支給額に見合う標準報酬月

額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ支店における申立期間の標準報酬月額の記録が、実際の給

与支給額と異なっていると申し立てている。 

しかしながら、Ａ社が保管する当時の「健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得確認および標準報酬決定通知書」によると、申立人の平成８年７月１日の

資格取得時の標準報酬月額は 17 万円として決定されていることが確認でき、

オンライン記録における申立人の資格取得時の標準報酬月額と一致している。 

また、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正され

た形跡は認められず、記録に不自然な点も見当たらない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同じく平成８年７月１日にＣ社

における厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同日にＡ社Ｂ支店において資

格を取得している者が８人確認できるところ、Ｃ社における資格喪失時の標準

報酬月額と比べて、Ａ社Ｂ支店の資格取得時の標準報酬月額が低く記録されて

いる者が申立人を含め３人確認できる。 

加えて、申立期間中にＡ社Ｂ支店において厚生年金保険の被保険者記録が確

認できる複数の同僚を抽出して調査したものの、いずれも申立人の申立期間に



おける給与支給額及び保険料控除については不明と回答しているほか、同社の

現在の事業主も「当時の賃金台帳等の資料は保存しておらず、申立人の給与支

給額及び保険料控除額については不明。」と回答しているなど、申立人の標準

報酬月額が事実に反して低く届け出られていたことをうかがわせる事情等に

ついて確認することはできなかった。 

また、申立人は、申立期間に係る給与明細書を所持しておらず、このほか、

申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料を控除して

いたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7938（事案 3098の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年２月 15日から同年５月 16日まで 

             ② 昭和 58年８月 21日から 59年１月 11日まで 

             ③ 平成２年 12月 27日から３年４月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

    そこで、年金記録確認第三者委員会に記録の訂正を申し立てたが、認めら

れない旨の通知を受けた。 

    今回、新たに同僚の名前を思い出したので、これらの同僚にも話を聞いて

ほしい。また、申立期間当時、妻が私の健康保険被保険者証で通院及び入院

をしていたこともあるので、当時の事業主等に再確認し、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについて、ⅰ）申立期間①については、申立人が名前

を挙げた者についてＡ社での厚生年金保険の加入記録が確認できること及び

同僚の陳述が得られたことから、期間は特定できないものの、申立人は、同社

に勤務していたことが推定できるものの、同僚等から試用期間があった旨の陳

述があったことから、申立人は厚生年金保険に加入していなかったと推定でき

る、ⅱ）申立期間②については、同僚の陳述等により、期間は特定できないも

のの、申立人は、Ｂ社に勤務していたことが推定できるものの、同僚等から試

用期間があった旨の陳述がある上、同社では厚生年金保険と雇用保険とを一体

的に加入させていたことがうかがわれる一方、申立人の雇用保険の記録が見当

たらず、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこと

をうかがわせる周辺事情等も見当たらない、ⅲ）申立期間③については、申立



人のＣ社におけるオンライン記録と雇用保険の記録が一致しており、このほか

に申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをう

かがわせる周辺事情等は見当たらないことなどから、既に当委員会の決定に基

づき、平成 21年２月 27日付けで年金記録の訂正は必要でない旨の通知が行わ

れている。 

今回、申立人は、「新たに同僚の氏名を挙げるので、再調査をしてほしい。」

として再申立てを行っている。 

申立期間①について、申立人がＡ社における同僚として新たに氏名を挙げた

２名のうちの１名は既に死亡しているほか、ほかの１名も所在が不明であるこ

となどから、これらの者に当時の事情を照会することができない。 

また、Ａ社における申立期間当時の役員及び同僚に対して改めて事情照会し

たところ、いずれの者も前回と同じく「新規採用者については、入社後３か月

程度の試用期間を設けていた。」旨を回答しており、申立人が申立期間におい

て厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる回答は得られなかっ

た。 

申立期間②について、申立人がＢ社における同僚として新たに氏名を挙げた

者は、同社における厚生年金保険の被保険者記録が見当たらない上、当該同僚

は、「申立人とは当時、Ｂ社で一緒に勤務していたことがあったが、申立人の

勤務期間及び厚生年金保険料の控除については不明。」と陳述している。 

また、今回、申立人は、「当時、妻が私の健康保険被保険者証を使って診療

所に通院していた。」と主張しているところ、当該診療所は、「当時の資料は残

っていない。」旨を回答していることから、申立人の主張の事実を確認するこ

とはできなかった。 

さらに、Ｂ社における申立期間当時の同僚２名に改めて事情照会したものの、

「既に回答したように、当時、入社後２か月から３か月程度は試用期間とされ

ていたこと以外のことはよく覚えていない。」旨陳述している上、当時の事業

主の所在も不明であり、申立人が申立期間において厚生年金保険料を控除され

ていたことをうかがわせる回答は得られなかった。 

申立期間③について、申立人がＣ社における同僚として新たに氏名を挙げた

同僚に対して複数回にわたり文書照会したものの、回答は得られず、申立人の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することはできなかった。 

また、オンライン記録において、申立期間中にＣ社で被保険者資格を取得し

ている同僚３名に文書照会したところ、このうちの２名からは「当時のことは

よく覚えていない。」旨の回答があったほか、残りの１名については複数回に

わたり照会したものの、回答は得られず、当時の事情を明らかとすることはで

きなかった。 

さらに、申立人は、「当時、妻が私の健康保険被保険者証を使って診療所に

入院していたことがある。」と主張しているところ、当該診療所は、「当時の資



料は残っていない。」旨回答しており、申立人主張の事実を確認することはで

きなかった。 

加えて、Ｃ社における申立期間当時の事業主及び複数の同僚に改めて事情照

会したものの、いずれも「申立人が厚生年金保険に加入していたか否かまでは

分からない。」と回答している上、当該複数の同僚は前回と同じく「Ｃ社に勤

務していた期間と自身の厚生年金保険の被保険者期間とは一致している。」と

回答しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保険料を控除されてい

たことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

このほか、申立人からその根拠となる新たな資料等の提出は得られず、その

ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年１月１日から同年 10月１日まで 

    私は、平成４年１月に、祖父が経営するＡ社に入社し、現在も継続して勤

務している。 

    ねんきん定期便を確認したところ、Ａ社における資格取得日が平成４年

10月１日とされていた。 

    入社当初からフルタイムで勤務し、給与から社会保険料が控除されていた

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述から、申立人は、平成４年１月にＡ社に入社し、申立期間にお

いて、同社に勤務していたものと考えられる。 

一方、雇用保険の記録を見ると、申立人は、平成３年５月 20日にＢ社を離

職後、求職者給付等の受給資格が決定され、申立期間のうち、４年１月１日か

ら同年５月 18 日までの期間は、基本手当の給付制限期間及び受給期間である

ことが確認できる。 

また、複数の同僚は、「Ａ社では、入社後すぐには社会保険に加入させてお

らず、自身も入社して一定期間を経過した後に社会保険に加入したことを記憶

している。」旨を陳述していることから、Ａ社では、必ずしもすべての従業員

を入社と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうか

がわれる。 

さらに、現在、Ａ社の事業主である申立人の母は、「申立人は、平成４年１

月１日に正社員として入社し、申立期間に係る厚生年金保険料は給与から控除

していた。」と回答しているものの、同社は、それをうかがわせる資料を保存

していない上、当時の事業主であった申立人の祖父及び事務担当者の父も既に



死亡しているため、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 7940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年２月１日から９年７月１日まで 

  厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ社

で勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が当時の給与支給額よ

り低く記録されていることが分かった。 

当時の給与額が月平均 40万円ぐらいであったことを示す資料として、預

金通帳等の写しを提出するので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正して

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された預金通帳の写しを見ると、申立期間のうち、平成６年

４月から９年６月までの期間について、申立人の給与とみられるＡ社からの振

込みが有り、その金額はいずれも申立人の当該期間のオンライン記録上の標準

報酬月額より高額であることが確認できるものの、保険料控除額を確認するこ

とはできない。 

また、Ａ社の元事業主は、「申立期間当時の関係資料を保管していないため、

標準報酬月額と給与額に差が有る理由は不明である。」と陳述している。 

さらに、Ａ社の元総務・経理担当者は、「平成５年ごろ、税理士の指示で給

与体系を見直すとともに基本給を下げ、当該基本給のみを標準報酬月額として

届出を行い、それに基づいて保険料を控除していた。」と陳述しているところ、

申立期間に同社で厚生年金保険の被保険者記録が有る複数の元従業員が、「申

立期間当時のオンライン記録上の標準報酬月額は、実際に支給されていた給与

額より低額である。」旨陳述している。 

加えて、オンライン記録により、前述の元従業員を含む申立期間当時の被保



険者の標準報酬月額を確認したところ、申立人の標準報酬月額のみが低額であ

るという事情は見当たらない上、標準報酬月額の記録が遡及
そきゅう

して訂正された形

跡は無い。 

このほか、申立期間において、申立人の主張する標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 7941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月から 62年６月までの期間のうちの２、

３か月間 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

    しかし、昭和 61 年 12月から 62年６月までの期間のうちの２、３か月間、

Ａ社のＢ支店でＣ職として勤務していたので、厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社Ｂ支店で勤務し、厚生年金保険に加入していたと

申し立てている。 

しかし、Ａ社は、「当時の在籍者リストに該当する者がいないため、申立人

の勤務実態及び保険料控除については不明である。」としている。 

また、Ａ社は、「雇用条件については個別に定めていた可能性も有るが、原

則入社後６か月間を試用期間とし、この期間は厚生年金保険に加入させてい

なかった。」としているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において昭和 62 年３月に被保険者資格を取得している元従業員 15 人に対

し、同社における厚生年金保険に加入しない試用期間の有無について照会し

た結果、申立人と同じＣ職であったとする４人から回答が有り、そのうちの

１人は２か月から６か月程度の、ほかの３人は３か月程度の試用期間が有っ

たとしている。 

さらに、申立人は、Ａ社Ｂ支店の上司及び同僚の名前を覚えていないことか

ら、これらの者から申立人の申立期間における勤務及び保険料控除の状況を

確認することができない。 



加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7942 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年４月１日から４年４月１日まで 

    私は、平成２年４月１日から４年３月 31 日までＡ社のＢ職として勤務

し、給与から厚生年金保険料が控除されていた。 

    しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、当該期間における厚生年

金保険の加入記録が無い。納得できないので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の在職証明書及び雇用保険の加入記録から、申立人は、申立期間

において同社のＢ職として勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社は、「申立期間当時のＢ職に係る給与台帳等の人事関係資料

は保管していない。」と回答していることから、申立人の申立期間における

保険料控除の状況について確認することができない。 

また、オンライン記録を見ると、申立人は、20歳に達した平成元年＊月＊

日から共済組合に加入する４年４月１日までの期間、Ｃ市において国民年金

に加入し、このうち申立期間を含む２年２月から４年３月までの期間の国民

年金保険料を毎月、現年度納付していることが確認できる上、Ｃ市役所国民

年金課は、「申立期間当時も、当市における国民年金加入者が厚生年金保険

に加入した場合、二重加入を防止するために社会保険事務所から送付される

厚生年金保険加入者リストによって照合していたものと思われる。」と回答

している。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7943 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年２月２日から 37年１月１日まで 

             ② 昭和 37年７月 10日から同年 11月 25日まで 

             ③ 昭和 38年８月２日から同年 11月 18日まで 

             ④ 昭和 38年 11月 18日から 40年２月１日まで 

Ａ社及びＢ社に勤務した期間に係る脱退手当金を請求するため、社会保

険事務所（当時）に、はがきを送ったが、その後、連絡が無かったので、

同請求は認められなかったものと思っていた。しかし、社会保険事務所の

記録では、申立期間に係る脱退手当金が支給されたこととされている。脱

退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

なお、脱退手当金が支給されたことになっている昭和 43年６月には、請

求のためのはがきを送ったときとは別の場所に住んでいた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は有るが、受給はし

ていないとしている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険

被保険者資格の喪失日から約３年３か月後の昭和 43 年６月７日に支給決定さ

れていることが確認できる。 

また、Ｂ社に係る事業所別健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

申立人に脱退手当金を支給したことを意味する「脱」の表示が記載されている

とともに、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人は、脱退手当金の請求方法について、当初は、「申立期間に

おける厚生年金保険を脱退する旨のはがきを社会保険事務所に送っただけで、



それ以外の書類は書いた覚えは無い。」と陳述していたが、脱退手当金裁定請

求書を提出せずに、はがきのみで脱退手当金の請求手続を行うことは考え難い

旨説明したところ、「裁定請求書を書いたかもしれない。」と陳述内容を変更す

るなど、記憶が曖昧
あいまい

である。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 7944 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、昭和 40 年３月１日から 41 年８月 24 日までの期

間における厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録訂正を認めること

はできない。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年８月 24 日から 45 年１月 31

日までの期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 40年３月１日から 45年１月 31日まで 

    私の夫は、Ａ社を経営し、昭和 35年７月１日から 45 年１月までの期間、

同社で厚生年金保険に加入していた。 

    社会保険の手続は顧問税理士に任せて保険料も支払っていたのに、資格喪

失日が昭和 40 年３月１日となっていることに納得ができない。申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ組織の回答内容から、申立人は申立期間においてＡ社に勤務していたこと

がうかがえる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人は、

同社において昭和 40 年３月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失してい

る記録が確認できるところ、同年 10 月に定時決定の記録が確認できる上、申

立人に係る健康保険被保険者証の回収不能届の提出日が、同社が厚生年金保険

の適用事業所ではなくなった 41 年１月 26 日より後の同年８月 24 日と記録さ

れていることから、申立人の資格喪失日に係る処理がさかのぼって行われたこ

とが認められる。 

また、申立人の妻についても、上記の申立人と同様の記録が確認できるほか、

従業員一人についても、Ａ社において昭和 40 年９月７日に厚生年金保険被保

険者の資格を取得し、同日に資格を喪失している記録が確認できる上、健康保



険被保険者証の回収不能届の提出日が 41年８月 24日と記録されていることか

ら、両者の資格喪失日に係る処理もさかのぼって行われていることが認められ

る。 

しかし、Ａ社に係る商業登記によると、申立人は、同社設立時の昭和 35 年

３月＊日から同社が解散する 49年 12月＊日まで、同社の代表取締役であった

ことが確認できることから、上記の資格喪失日に係る処理に関して、社会保険

事務所（当時）が代表取締役である申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切

の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

また、昭和 39 年 12 月から 40 年５月にかけてＡ社を退職した複数の従業員

が、「Ａ社が倒産状態となったために退職した。」旨陳述しており、申立期間当

時、同社が社会保険料を滞納していた可能性がうかがえる。 

さらに、申立人の妻は、「申立期間に係る社会保険の手続及び保険料納付等

については、顧問税理士に一切を任せていた。」としているものの、申立人は

事業主であり、当時の状況を知りうる立場にあったにもかかわらず、申立人自

身、その妻及び従業員の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る処理並びに

保険料の納付について、何ら承知していなかったとは認めることはできない。 

これらの事実を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として、自らの資格喪失日に係る遡及
そきゅう

処理が有効なも

のではないと主張することは信義則上許されず、申立期間のうち、昭和 40 年

３月１日から 41年８月 24日までの期間について、申立人の厚生年金保険被保

険者の資格喪失日に係る記録の訂正を認めることはできない。 

一方、申立期間のうち、昭和 41年８月 24日から 45年１月 31日までの期間

については、上記遡及処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、

社会保険事務所の記録が不合理であるとはいえない。 

また、昭和 40年５月に資格を喪失している元従業員は、「会社の経営が傾き、

２か月から３か月間も給料がもらえなくなったので退職した。」と回答してい

るところ、別の元従業員は、「だんだんと従業員がいなくなり、私の次の勤務

先が決まった昭和 41 年４月ごろには従業員は一人もいなかったように記憶し

ている。」と回答している。 

さらに、Ａ社の申立期間当時の顧問税理士事務所は、「当時の担当税理士は

既に死亡しているため詳細は不明であり、Ａ社については資料が見当たらず、

記憶している者もいない。」と回答しており、申立人の申立期間における保険

料控除の状況について確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 41年８月 24日か

ら 45年１月 31日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年７月 26日から 38年１月 20日まで 

             ② 昭和 38年５月１日から 40年２月８日まで 

             ③ 昭和 40年２月８日から 41年３月 21日まで 

    Ａ社、Ｂ社及びＣ社において勤務した申立期間については、脱退手当金が

支給されたこととされているが、受給した記憶が無いので調査してほしい。 

    なお、申立期間前のＤ社に勤務した期間については、生活が苦しく家計の

足しにするため脱退手当金を受給した。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

しかし、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人に

脱退手当金を支給したことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和41年７月26日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、昭和 41年３月 21日にＣ社で厚生年金保険被保険者資格を

喪失後、国民年金の強制加入期間があるにもかかわらず、脱退手当金が支給さ

れたとされる同年７月時点において国民年金保険料を納付していない上、44

年５月９日まで厚生年金保険の加入歴も無いことを踏まえると、申立人が脱退

手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が

記載されているページを含む前後 51 ページに記載されている女性のうち、同

一時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した 47 人につい



て、脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含め 20 人に支給記録

が確認でき、うち 17 人が資格喪失後７か月以内に支給決定されているほか、

支給決定日が同一日となっている者が散見されることから、申立人についても

その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考え

られる。 

加えて、申立人は、申立期間前に受給した脱退手当金について、「当時、生

活が苦しく、自分で手続をして受給した。」と陳述していることを踏まえると、

脱退手当金の制度について認識があったものと考えられる。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7946 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 11月から 63年 12 月まで 

    私は、Ａ社に勤めた後、その親会社であるＢ社に昭和 52 年 11 月から 63

年 12月までの約 10年間勤務した。当該期間については、給与から厚生年金

保険料が控除されており、健康保険被保険者証を提示して医療機関にかかっ

たこと及び健康保険から出産に係る一時金の給付を受けたことを覚えてい

るので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の申立期間当時の取締役の陳述から、申立人は、昭和 53年ごろから 63

年ごろまで同社に勤務していたことが推定できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所とは

なっておらず、申立人と同時期にＡ社からＢ社に転籍した同僚も、「Ｂ社は、

厚生年金保険の適用事業所ではなかったため、事業主に厚生年金保険への加入

を求めたが聞き入れられず、国民年金に加入した。」と陳述し、昭和 58 年 10

月から 59年３月までの期間の国民年金保険料を定額納付するとともに、61年

４月から平成３年１月までの期間も国民年金に加入している。なお、申立人は、

Ａ社が適用事業所ではなくなった 52 年 11 月 30 日に資格を喪失しているとこ

ろ、同社も申立期間は適用事業所ではない。 

また、申立人及び上記同僚が、申立期間当時にＡ社及びＢ社において経理事

務を担当していたと記憶する者も、オンライン記録から、昭和 55 年４月から

59年２月までの期間の国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、申立人は、「申立期間において、第一子及び第二子の出生に際して、

健康保険から出産に係る一時金が支給された。」と陳述しているところ、全国

健康保険協会Ｃ支部は、「申立期間において、申立人に給付した記録は無い。」



と回答している。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7947 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年９月１日から 36年３月 21日まで 

Ａ社で勤務していた昭和 33年９月１日から 36年３月 21日までの期間に

ついて、社会保険事務所（当時）に年金の加入記録を照会したところ、当

該期間は脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

Ａ社は結婚のために辞めたが、脱退手当金は受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険

被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 36 年５月４日に支給決定され

ていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人に

脱退手当金を支給したことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 7948 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年２月１日から 50年１月 31日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社で勤務した期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。しかし同社に

は正社員の事務として勤務した。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人に係る雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の

陳述から判断すると、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが推認でき

る。 

しかし、オンライン記録によるとＡ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは昭和 50 年４月１日であり、申立期間は適用事業所ではなかったことが確

認できる。 

また、申立期間当時に社会保険事務を担当していた元事業主の妻は、「資料

は既に廃棄しており確認できないが、昭和 50 年４月１日に厚生年金保険の適

用事業所になったため、それ以前の厚生年金保険料を給与から控除していたと

は思えない。」と陳述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において昭和 50 年

４月１日に被保険者資格を取得した記録がある元従業員は、「私が昭和 50 年

ごろに入社したとき、元事業主の妻から、『今は厚生年金保険に未加入である

が今後厚生年金保険に加入する。』と説明があった旨を記憶している。同年３

月以前の厚生年金保険料の控除はなかったと思う。」と陳述している。 

加えて、申立人が自身の元同僚と陳述している従業員の一人は、昭和 49 年

４月から 50 年３月まで国民年金保険料を納付していることがオンライン記録



により確認できる上、同人は、「私は、昭和 40年 11月からＡ社に勤務してい

たが、申立期間当時は厚生年金保険に加入できないため、国民年金に加入した。

厚生年金保険は、50年４月に加入したと思う。」と陳述している。 

また、オンライン記録により、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を

行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録は見当たらなか

った。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 7949 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年１月 21日から 10年６月 21 日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所(当時)に照会したとろ、

Ａ社に勤務していた期間のうち申立期間の標準報酬月額が、実際に支給され

ていた報酬より低く記録されていることが分かった。 

申立期間について、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険受給資格者証の離職時賃金日額の記録から、申立人のＡ社における

離職前６か月の平均給与月額は 39万 9,990 円（離職時賃金日額は、１万 3,333

円）であったことが確認できる。 

しかし、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、元事業

主に照会を行ったが回答が得られないため、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額の届出及び保険料控除について確認することはできない。 

また、平成５年から 13 年ごろまでＡ社と顧問契約をしていた社会保険労務

士は、「私が顧問をしていた当時、賃金台帳及び給与明細書の作成は事業主が

自ら行っていたので、申立人の申立期間に係る標準報酬月額と、実際に支払わ

れていた給与額の相違については分からないが、申立期間当時、運送業等の事

業所では、実際の支給額より低い標準報酬月額で届出をすることが頻繁にあっ

たことは事実で、Ａ社についても、事務過誤ではなく事業主がそのような届出

をしたのではないか。」と陳述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において氏名が確認

できる元従業員で所在の判明した 17 人に照会したところ、回答があった４人

のうち３人は、申立人と同様に、実際に支給されていた給与額よりも標準報酬

月額が低くなっていると回答しているところ、そのうちの２人が所持していた



給与明細書を見ると、実際の支給額ではなく、届出の標準報酬月額に相当する

厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

加えて、上述の社会保険労務士は、「従業員の給与から控除する厚生年金保

険料額は、算定基礎届に記載する標準報酬月額に基づいて私が計算していたの

で、届出の標準報酬月額に基づいた保険料額を控除しているはずである。」と

陳述している。 

また、Ａ社に係るオンライン記録には、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額がさかのぼって訂正された事跡は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に相当す

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 7950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  平成５年２月から同年 10月１日まで  

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。

当時の社長に誘われて入社し、申立期間当時も給与から保険料が控除され

ていたと思うので、申立期間を厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成５年２月から同年９月までのＡ社の給与袋から

判断して、申立人が申立期間に同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、平成６年８月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間当時の事業主も既に死亡しているため、申立人の申立期

間における厚生年保険料控除の状況について確認することができない。 

また、Ａ社において、申立期間に厚生年金保険被保険者記録がある元従業員

20人を抽出し、所在の判明した 13人に照会したが、いずれの者からも回答が

得られないため、申立人の申立期間における保険料控除について確認すること

ができない。    

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の被保険者資格の取得日は厚生年金

保険の被保険者資格の取得日と同日の平成５年 10 月１日であるところ、同社

において申立期間当時に厚生年金保険の被保険者資格の取得記録がある者か

ら５人を抽出し、これら５人の雇用保険の被保険者資格の取得日を確認したと

ころ、いずれも雇用保険の被保険者資格の取得日と同日又は 15 日（半月）以

内に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できることから、

同社では雇用保険及び厚生年金保険は、ほぼ同時期に加入させていたことがう

かがえる。 



加えて、申立人は、申立期間を含む昭和 35 年 11 月１日から平成５年 10 月

２日まで、Ｂ市において国民健康保険に加入していたことが同市の回答により

確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 7951 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10年９月１日から 13年 11月３日まで 

厚生年金保険の加入状況等について、社会保険事務所(当時)に照会したと

ころ、代表取締役としてＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準

報酬月額が９万 8,000円である旨の回答を受けた。申立期間は月額 98万円

の給与を得ており、給与相当分の保険料が控除されていたのは間違いない

ので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初

30 万円と記録されていたところ、平成 12 年９月 28 日付けで、10 年９月１日

にさかのぼって９万 8,000円に引き下げられ、事業所が適用事業所ではなくな

った日（平成 13年 11月３日）まで継続していることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社の閉鎖登記簿から、申立人は申立期間に、同社の代表取

締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「申立期間のうち、後半は厚生年金保険料等を滞納してい

た。」と陳述しているところ、年金事務所が提出した滞納処分票により、Ａ社

が申立期間において、継続的に厚生年金保険料を滞納していたことが確認でき

る。 

さらに、申立人は、「厚生年金保険料の滞納時期に、先付け小切手を振り出

したことがあった。」と陳述しているところ、上述の滞納処分票には「平成 12

年５月 29日にＡ社の代表者がＢ社会保険事務所（当時）へ来所し、滞納額 550

万円の債務を承認、また同事務所が同代表より同年６月から同年 11 月までの

各月に 30 万円、及び同年 12 月に残額 4,890,828 円の先付証券を受託した。」

との記載があることから、Ａ社は申立期間当時、厚生年金保険料の納付に苦慮



していたとうかがえる。 

加えて、申立人は標準報酬月額の減額手続について、「社会保険事務所から

説明を受けたことはない。」としているが、Ｂ年金事務所の徴収担当者は、「標

準報酬月額の遡及
そきゅう

 これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、会社の業務を執行する責任を負っている代表取締役として自らの標準

報酬月額に係る記録訂正処理の無効を主張することは信義則上許されず、申立

期間における標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

訂正について事業所の届出無しに訂正はしないし、社会保険

事務所が一方的に訂正することはありえない。」と陳述していることから判断

すると、申立期間に係る平成 12年９月 28日付けの当該標準報酬月額の減額処

理に関して、社会保険事務所が事業主であった申立人の同意を得ずに処理を行

い、また、Ａ社の代表取締役であった申立人が当該減額処理に一切関与してい

なかったとは考え難い。 



大阪厚生年金  事案 7952 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年７月１日から 16年 12月 11日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち申立期間の標準報酬月額が低額となっているとの

回答を受けた。標準報酬月額を記録の金額で届出した記憶は無いので、本来

の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 11 年７月１日から 13年 10 月１日までの期間につい

て、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録において、当初、

59万円と記録されていたところ、同年６月 19日付けで取消処理がされた上で、

同日付けでさかのぼって 11年７月から 12年９月までは９万 2,000円に、同年

10月から 13年９月までは９万 8,000円に引き下げられていることが確認でき

る。 

しかし、Ａ社に係る閉鎖登記簿から、申立人が同社の代表取締役であったこ

とが確認でき、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期

間に被保険者記録のある元従業員 10 人に照会したところ、回答のあった５人

のうち３人は、「申立人は厚生年金保険の内容について知りうる立場であっ

た。」と陳述している。 

また、上述の回答があった５人のうち２人（申立人が厚生年金保険の内容に

ついて知りうる立場であったと陳述している１人とほかの１人）は、Ａ社が不

渡りで融資が途絶えていたこと、及び平成 12 年ごろから給料の遅配があった

ことを陳述しており、申立人も「何度も不渡りにあって、その都度、給料を遅

配したことがあった。」としていることから、申立期間において同社の資金繰

りが困難な状況であったことがうかがえる。 



さらに、申立人は、「社会保険事務所に呼び出されたことがあり、毎月の請

求額を下げましょうと言われて、書類を渡された。」としており、Ａ社が保険

料を滞納していたことが推認できる。 

加えて、申立人は、社会保険関係の届出の際に使用する会社印について、「社

長室の金庫に保管しており、必要があれば私が取り出して使用していた。」と

陳述しており、当該遡及
そきゅう

訂正処理に関しても、社会保険事務所が、代表取締役

であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与も無しに、無断で処

理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、会社の業務を執行する責任を負っている代表取締役として自らの標準

報酬月額に係る記録訂正処理の無効及び記録の相違を主張することは信義則

上許されず、当該期間における標準月額に係る記録の訂正を認めることはでき

ない。 

申立期間のうち、平成 13 年 10 月１日から 16 年 12月 11 日までの期間につ

いて、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録において、９

万 8,000円と記録されているが、当該記録については遡及訂正処理との直接的

な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の記録が不合理であ

ったとはいえないところ、申立人提出のＢ市民税・県民税課税台帳に記載され

ている社会保険料の金額は、ほぼ標準報酬月額 59 万円に相当する保険料と一

致していることから、申立人は、当該期間において、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと考

えられる。 

しかし、前述のとおり、申立人は、申立期間において、Ａ社の代表取締役で

あったことが確認でき、社会保険関係の事務に係る権限を有していたことが認

められる。 

一方、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下、「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるか否

かを判断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、申立人

が、「当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知

り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められる場

合については、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、特

例法第１条第１項ただし書の規定により、申立人は、当該期間において、「厚

生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態

であったと認められる場合」に該当すると認められることから、当該期間につ

いては、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできず、申立人の当該期間

の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 7953 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33年ごろから 34年ごろまで 

         ② 昭和 41年 11月ごろから 42年 10月ごろまで 

  ③ 昭和 42年 10月ごろから 43年８月ごろまで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間①、②及び③について加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間①

は、時期ははっきりしないが、昭和 33年ごろから 34年ごろまでＡ社Ｂ事業

所へ下請として元義兄の下で勤務していた。申立期間②は、41年 11月ごろ

から 42年 10月ごろまでＣ市にあったＤ社に在籍し、Ｅ市にあったＦ社で勤

務し、Ｇ業務に従事していた。申立期間③は、同年 10月ごろから 43年８月

ごろまで、Ｃ市にあったＨ社で勤務し、Ｉ社及びＪ県にあったＫ社に係るＧ

業務に従事していた。 

申立期間①、②及び③について、いずれも勤務していたのは間違いないの

で、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、当時の上司であった元義兄の陳述から判断すると、期

間は特定できないものの、申立人は、Ａ社Ｂ事業所に下請として勤務していた

ことが推認できる。 

しかし、元義兄は、「私はＭ職として申立人を含め４人から５人の従業員を

連れて作業場を回り、下請として勤務していたが、厚生年金保険の事業所とし

て加入したことはない。下請として勤務していた親会社の方で厚生年金保険に

加入したことはあるが、Ａ社Ｂ事業所では、厚生年金保険に加入していなかっ

た。」と陳述している。 

また、Ａ社Ｂ事業所は、「当時のＢ事業所の社会保険事務担当者に確認した



が、下請は厚生年金保険及び健康保険に加入させていなかった。」と回答して

いる。 

さらに、オンライン記録により、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録は見当たらな

かった。 

このほか、申立人の申立期間①における保険料控除を確認できる関連資料は

無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、Ｃ市にあったＤ社で勤務し、厚生年金保険

に加入していたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録では、Ｃ市において、Ｄ社の名称で厚生年金保険の

適用事業所として存在した事業所は確認できない上、同社の所在地を管轄する

法務局においても、商業登記の記録は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間における事業主及び同僚の名前を記憶しておらず、

これらの者から申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除

の状況を確認できない。 

さらに、オンライン記録により、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録は見当たらな

かった。 

加えて、申立人の申立期間に係る雇用保険の加入記録は無い上、当該事業所

における申立人の勤務期間に関する記憶には２回の変遷が見られ、記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人の申立期間②における保険料控除を確認できる関連資料は

無い上、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間③について、申立人が勤務していたとするＨ社の所在地に関する具

体的な陳述から判断すると、期間は特定できないものの、申立人は、同社に勤

務していたことが推認できる。 

しかし、申立期間当時の事業主は、「昭和 55 年ごろ倒産し、当時の資料は残

っていないので確認できないが、私は申立人を知らない。」と陳述している。 

また、申立人が名前を記憶していた同僚１人及びＨ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録がある 118人中、所在

が判明し回答が得られたうちの 15 人が、「申立人を記憶していない。」と回答

している。 

さらに、申立人は、申立期間当時の自身の職務内容について、「Ｉ社及びＫ

社に係るＧ業務に従事していた。」としているところ、上述の事業主は、「申立

期間当時、取引先にＫ社は無く、Ｇ業務もＬ県の企業ぐらいまでで、Ｊ県まで

の企業との業務を行っている者はいなかった。」と陳述している。 

加えて、上述の事業主は、「当時、厚生年金保険は入社後１か月ぐらいの試

用期間後、全員加入させていた。申立人の加入記録が無いのは、すぐに辞めた



か、当社に勤務していなかったのではないか。」と陳述しているところ、申立

人が名前を記憶していた同僚一人は、上述の被保険者名簿において記録が無い。 

また、前述の被保険者名簿には、申立期間の健康保険整理番号に欠番は無く、

同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

さらに、オンライン記録により、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録は見当たらな

かった。 

このほか、申立人の申立期間③における保険料控除を確認できる関連資料は

無い上、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7954 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月１日から 60年８月 21日まで 

       私は、昭和 58 年４月１日にＡ社に入社し、62 年２月 26 日まで、Ｂ業務

に従事していたのに、58 年４月１日から 60 年８月 21 日までの期間が厚生

年金保険被保険者期間とされていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚提出の慰安旅行の写真に申立人が写っていることから、雇用上の身分

（正社員、アルバイト）及び入社日までは特定できないものの、申立人が申立

期間にＡ社で勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社の事業主は、「当社は、Ｂ業務には繁閑があるため、男

女を問わず、最初から正社員としては採用せず、まずアルバイト及びパートと

して採用し、試用期間として各人の勤務実態を見て、事業主により成績良好と

認められた者のみ正社員として登用し、社会保険及び雇用保険に加入させてい

た。」としている。 

また、事業主が、申立期間当時、Ａ社で経理担当者であったとする二人の

者は、「試用期間中はアルバイト及びパート扱いとし、厚生年金保険の保険料

は控除していなかった。」としている。 

さらに、Ａ社に係る事業所別健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時に被保険者記録があり、所在の判明した 13 人に照会し、７人か

ら回答を得たところ、そのうち申立人と同職種の業務（Ｂ業務）に従事してい

たとする５人は、いずれも「パート及びアルバイト扱いの試用期間を経て正社

員となり、その時から厚生年金保険に加入した。」と陳述している上、このう

ち自身の入社日を記憶している３人の被保険者資格の取得日をみると、入社日

から 11か月から 24か月後となっていることが確認できるほか、これら同僚は



アルバイト扱いの試用期間中は、厚生年金保険料は控除されていなかったと陳

述している。 

なお、これら同僚の中からは、「私は、昭和 58 年４月に入社し、アルバイ

トを経て正社員となったが、申立人は私より後に入社したと記憶している。」

旨の陳述もみられた。 

加えて、上記被保険者名簿を見ると、申立期間当時の健康保険整理番号に

欠番は無く、同名簿の記載内容に遡及
そきゅう

訂正等の不自然な点もうかがえないほか、

オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行った

が、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は見当たらな

かった。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

については、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7955 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年４月１日から 55年 10月１日まで 

             ② 平成 14年４月 21日から 15年４月１日まで 

             ③ 平成 15年４月１日から 16年４月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時）に照会したところ、申

立期間①、②及び③の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間①は、

Ａ社でＤ職として勤務し、申立期間②はＢ社でＥ職として勤務した。また、

申立期間③はＣ社でＥ職として勤務したので、申立期間①、②及び③につい

て厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、申立人はＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していた

と申し立てている。 

しかし、申立人が申立期間当時に勤務していたとするＡ社は、厚生年金保険

の適用事業所としての記録は無く、また、同社の所在地を管轄する法務局に商

業登記の記録も無い。 

さらに、申立人は、Ａ社の上司、同僚等の氏名を覚えていないため、これら

の者から、申立人の同社における勤務実態及び厚生年金保険料の控除等につい

て確認することができない。 

加えて、申立人は、Ａ社において給与から厚生年金保険料を毎月数千円程度

控除されていたと陳述しているところ、これを確認できる関連資料及び周辺事

情も見当たらない。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無

い。 



申立期間②について、申立人は平成 14年４月 21日から 15年３月 31日まで

Ｂ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、雇用保険の求職者給付の記録によると、申立人は、申立期間中の平

成 15 年３月７日までは前職であるＦ社に在職しており、同社を離職後、同年

４月 29日までは求職者給付を受給、同年４月 30日に就職し、同年６月６日再

離職したことが確認できる上、Ｂ社の同僚からも「申立人は２か月ぐらいＥ職

として勤めていたと思う。１年間もいなかった。」との陳述が得られた。 

また、Ｂ社は、平成 18年６月 11日に適用事業所でなくなっており、事業所

は、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除について不明と回答し

ているところ、同社に係るオンライン記録において申立期間当時に被保険者記

録の有る９人の同僚のうち、所在の判明した６人に事情照会したが、回答のあ

った同僚からは、「Ｂ社においては、試用期間中の従業員は厚生年金保険には

加入させておらず、自身も入社後７か月間は厚生年金保険に加入していなかっ

た。」との陳述が得られた。 

さらに、申立人は、申立期間と重なる平成 14 年４月 17 日から 17 年６月２

日までの期間は、Ｇ市で国民健康保険に加入していたことが確認できる。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は

無い。 

申立期間③について、雇用保険の記録から、申立人はＣ社に平成 15 年８月

４日から 16年９月 30日まで勤務していたことが認められる。 

しかし、Ｃ社は、平成 21 年４月 27 日に適用事業所ではなくなっている上、

事業主からの回答が得られず、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料

控除について確認することができない。 

また、申立人は、「Ｃ社の従業員は 10 人程度いた。」と陳述しているとこ

ろ、オンライン記録によると、申立期間にＣ社において厚生年金保険被保険者

記録の確認できる者は事業主及びその妻の二人のみとなっており、同社におい

ては必ずしも従業員全員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかった

ことがうかがえる。 

さらに、申立人は、Ｃ社における上司、同僚等の氏名については、一人を除

き記憶していないため、これらの者から、申立人の同社における勤務実態及び

厚生年金保険料の控除等について確認することができない上、申立人が名前を

挙げた上記同僚の被保険者記録も見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間と重なる平成 14 年４月 17 日から 17 年６月２

日までの期間は、Ｇ市で国民健康保険に加入していたことが確認できる上、オ

ンライン記録によると、15 年 12 月から 20 年６月までの期間は、国民年金の

全額申請免除期間となっており、申立期間中の 16年１月 29日及び同年８月９

日に免除申請を受理した記録も確認できる。 



さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は

無い。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③において、事業主により給与から

厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料は無く、周辺事情

等も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7956 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年８月１日から平成３年８月１日まで 

             ② 平成４年 10月１日から６年 10月１日まで 

             ③ 平成７年 10月１日から８年１月１日まで 

私は、職業安定所での募集によりＡ社に就職し、昭和 55年８月１日に社

会保険に加入した。58年５月から同年７月までの給与は 20万円あったにも

かかわらず、申立期間①の同年８月の標準報酬月額は一気に 11万円に下が

り、平成元年９月まで 11万円となっている。 

また、Ａ社での申立期間②及び③の給与支給額が標準報酬月額の記録に

正しく反映されていないので、申立期間①、②及び③の標準報酬月額を訂

正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準

報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

申立期間①については、申立人提出の源泉徴収票、確定申告書控え及び市・

県民税特別徴収税額の通知書に記載されている社会保険料控除額は、各年次と

も社会保険事務所（当時）に記録されている申立人に係る標準報酬月額に基づ

き算出される社会保険料控除額とほぼ一致しており、事業主は、社会保険事務

所の記録どおりの標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除して

いたものと認められることから、記録を訂正する必要はない。 



なお、申立人主張のとおり、昭和 58年８月から申立人の標準報酬月額は 20

万円から 11万円へと 10等級下がっているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年

金保険事業所別被保険者名簿を見ると、申立期間当時の従業員全員の標準報酬

月額がいずれも４等級乃至
な い し

10等級相当額下がり、８万円乃至 11万円となって

いる上、当時の事業主自身も５等級下がっていることが確認できる。また、同

被保険者名簿から抽出調査した同僚は、「当時、Ａ社においては標準報酬月額

については固定給部分のみを申告していたようだ。」と回答しているところ、

ほかの同僚が提出した平成 11 年６月分の給与支給明細書を見ると、同人のオ

ンライン記録の標準報酬月額は、同人の固定給部分と一致していることが確認

できる。 

申立期間②及び③について、申立人は源泉徴収票等の資料を保存していな

いため、申立人自身が作成した月別振込額一覧を提出しているところ、当該資

料では給与振込額は確認できるものの、給与から控除されていた費目及び控除

額等は不明であること、申立事業所も当時の賃金台帳等の資料を保存していな

いこと及び同僚も給与明細書等の資料を保存していないことなどから、申立人

の申立期間における厚生年金保険料控除額を確認することができない。 

一方、上記同僚の陳述及び同僚提出の給与支給明細書からは、当時、Ａ社

では、固定給部分のみを標準報酬月額として届けていたことがうかがわれるも

のの、同社は当時の賃金台帳等の資料を保存していないことなどから、これを

確認することはできなかった。 

また、上記被保険者名簿を見ても、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正された形

跡は認められない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7957 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年４月１日から同年６月 26日まで 

    私は、平成２年４月１日から同年６月 25 日までＡ社で勤務していたが、

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、

同社での加入記録が無い旨の回答を受けた。申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は、申立期間のうち、平成２年４月１日から同

年５月 31日まではＡ社で勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは、平成２年６月１日であり、申立期間のうち、同年４月１日から

同年６月１日までの期間は、適用事業所となっていない期間に当たる。 

また、Ａ社は、平成２年 12月 29日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

り、９年６月３日には解散している上、当時の事業主は、申立期間当時の資料

は保存していないとしている。さらに、申立人は同社にＢ業務従事者として勤

務したとしているところ、当該事業主は、「適用事業所となった後、Ｂ業務従

事者は、入社して３か月後に厚生年金保険に加入させていた。よって、入社後

３か月間は、厚生年金保険料を控除していなかったはずである。」旨陳述して

いる。 

加えて、Ａ社に係るオンライン記録から、申立期間当時に被保険者記録が有

り、所在の判明した３人に照会し、１人から回答を得られたものの、申立人の

ことは記憶に無いとしており、また、申立人が当時の同僚として名前を挙げた

２人に照会したものの、いずれも「申立期間当時、会社が厚生年金保険に加入

していたかどうかは分からない。」と陳述しており、これらの者から申立人の



申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料控除等について確認することが

できない。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人に該当する被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除については、申

立人には具体的な記憶が無く、また、これを確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年１月から４年９月 21日まで 

    Ａ社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、申立期間の標準報酬月

額が実際の給与支給額より低くなっている。申立期間の標準報酬月額を実際

の給与支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、厚生年金保険料の控除額を証明する給与明細書等は無いものの、

入社３か月後には、基本給が３万円上がった記憶があり、残業代を含めると、

総額で 30 万円程度であったため、Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月額

は、少なくとも平成３年１月には月額変更しているはずであるとして申し立て

ている。 

しかしながら、申立人の給与振込先口座の取引明細表を見ると、申立人主張

のように平成２年 11 月には、振込額が約 12 万 3,000 円から 17 万円に増えて

いるものの、同年 12 月及び３年１月の振込額は、約 13 万 6,000 円及び 13 万

4,000円と減っている上、振込額の内訳が不明のため、随時改定の要件に該当

していたか否かについては、判断できない。 

また、Ａ社の事業主は、「当社は既に廃業しており、申立期間に係る報酬月

額及び厚生年金保険料の控除額が分かる賃金台帳等の資料を保管していない

ことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について確認することができ

ない。」と陳述している。 

さらに、Ａ社に係るオンライン記録を確認しても、申立人の標準報酬月額が

さかのぼって訂正された形跡は見当たらない上、申立期間中に被保険者記録の

有る同僚の記録を見ても、資格取得時の標準報酬月額は、申立人とほぼ同額で

あり、その後の随時改定又は定時決定による標準報酬月額も申立人とほぼ同水



準で改定又は決定されており、申立人の標準報酬月額のみが低額のままで推移

しているとは認められない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料は無く、標準報酬月額が実際の給与支給額より低く

届けられたことをうかがわせる事情等も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 7959 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 31 年４月から 32 年５月までの期間及び

33年４月から 36年３月までの期間について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

   また、申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年５月 18 日から 40 年８月 21

日までの期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年４月から 32年５月まで 

             ② 昭和 33年４月から 36年３月まで 

             ③ 昭和 36年５月 18日から 40年８月 21日まで 

私は、中学校を卒業後にＡ市のＢ社というＣ職種企業に勤務し（申立期間

①）、同社を退職後、Ｄ市のＥ社に住み込みで勤務した（申立期間②）。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、当該事業所に勤務していた

期間が厚生年金保険の未加入期間とされているので、申立期間①及び②を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

また、社会保険事務所の記録では、私がＦ社に勤務していた期間に係る脱

退手当金が支給済みとなっているが、私は、脱退手当金を請求しておらず、

受給していないので、申立期間③を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、「昭和 31年４月にＢ社に入社し、同社の寮

で生活していた。32 年５月ごろに同社を退職し、実家に戻って、家業の手伝

いをしていた。」旨陳述しているところ、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に氏名が確認できる同僚３人の陳述及び申立人の戸籍の附票から、

申立人は、昭和31年３月15日ごろから同社に勤務していることが推認できる。

しかしながら、当該戸籍の附票から、同年９月 29 日に申立人の住所地が同社



所在地のＡ市から実家の住所地に異動していることが確認できるため、申立人

は、当該申立期間のうち、同年９月 29日ごろから 32年５月までの期間におい

て、同社に在籍していなかったものと推認できる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、上記の同僚３人

のうち、中学校卒業後の昭和 31 年３月ごろに申立人と一緒に同社に入社した

とする２人は、入社から約１年後の 32年３月 15日に被保険者資格を取得して

いることが確認できる上、当該被保険者名簿から、同年３月 15 日に同社での

被保険者資格を取得していることが確認できる 51 人のうち、上記の２人を含

む 34 人は、生年月日が申立人と同学年の者であることが確認でき、上記の２

人以外に当時の事情を聴取できた４人も、「中学校を卒業後、昭和 31年３月又

は同年４月に新卒者としてＢ社に入社した。」旨陳述している。さらに、上記

の被保険者名簿から、申立期間当時の同社では、31 年３月 15 日に 34 人、同

年５月１日に24人及び同年11月１日に６人が被保険者資格を取得しているこ

とが確認できるところ、当該 64 人の中には、申立人と同様に中学校を同年３

月に卒業後に同社に新卒者として入社したことが推定できる生年月日が申立

人と同学年の者は確認できない上、当時の事情を聴取することができた 31 年

３月 15日の資格取得者の４人及び同年５月１日の資格取得者の１人は、「昭和

30 年３月に中学校を卒業し、就職難のために卒業直後に入社できなかったも

のの、新卒者としてＢ社に入社した。」旨陳述している。上記の事情を踏まえ

ると、申立期間当時の同社では、中学校を卒業後に新卒者として入社した従業

員について、入社から一定期間経過後に厚生年金保険に加入させる取扱いであ

り、申立人と同様に中学校を同年３月に卒業後に新卒者として入社した従業員

は、申立人の同社退職日と推認できる前述の同年９月 29 日以後の 32 年３月

15 日まで厚生年金保険の被保険者資格を取得する手続が行われなかったこと

がうかがえる。 

加えて、上記複数の同僚からは、厚生年金保険の未加入期間となっている当

該同僚のＢ社入社日から同社での被保険者資格の取得日までの期間に係る厚

生年金保険料の控除の状況に関する陳述等は得られなかった上、同社は、平成

４年９月１日に適用事業所ではなくなっており、当時の事業主、採用担当者と

される同僚及び経理担当者とされる同僚は、いずれも既に死亡しているため、

同社及びこれらの者から、申立人の当該申立期間に係る厚生年金保険料の控除

の状況等について確認できない。 

申立期間②について、申立人がＥ社での同僚として名前を挙げた者の陳述か

ら、申立人は、当該申立期間において同社に在籍していたことが推認できる。 

しかし、申立人が勤務していたとするＥ社は、社会保険事務所に適用事業所

としての記録は無い上、オンライン記録において、類似名称を含めて適用事業

所の検索を行ったが、同社の所在地を管轄する社会保険事務所に該当事業所の

記録は見当たらない。 

また、オンライン記録において、申立人と一緒にＥ社に勤務したとする上記



同僚の同社に勤務していたとする期間に係る厚生年金保険被保険者記録も見

当たらない上、当該同僚は、「申立期間当時のＥ社は、職員数が４人程度の小

規模な個人事業所であり、厚生年金保険には加入していなかった。私は、同社

での在籍期間中に健康保険にも加入していなかった。」旨陳述している。 

さらに、Ｅ社の事業主は、既に死亡している上、申立人が同社での同僚とし

て名前を挙げた３人のうち、上記の１人を除く２人は、所在不明であるため、

これらの者から、申立人の当該申立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況等

について確認できない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間③について、申立人は、当該申立期間に係る脱退手当金を請求して

おらず、受給していないとしている。 

そこで、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と

同一時期（おおむね３年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した女性 18 人

（申立人を含む）について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者

は９人であり、うち７人が資格喪失後約５か月以内に支給決定されていること

が確認できる上、申立人については、同病院での厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から約１か月後に支給決定されていることを踏まえると、申立人につい

ても、その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと

考えられる。 

また、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退

手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、当該申立期間に

係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、前述のとおり、同社での申

立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１か月後の昭和 40年９月 27

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人は、当該申立期間後の昭和 43 年４月 10日に、申立期間とは

別の勤務先ではあるものの、Ｆ社での厚生年金保険被保険者資格を再取得して

いるところ、当該申立期間とは別の被保険者台帳記号番号が払い出されており、

当該申立期間に係る脱退手当金を受給したために別の被保険者台帳記号番号

が払い出された可能性がうかがわれる上、申立人から聴取しても受給した記憶

が無いというほかに当該申立期間の脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間③に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7960 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年９月 23日から 31 年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ社に勤務していた期間に係

る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金は請求しておらず、受給していないと

している。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、健康保険

の整理番号 49 番から 368 番までの被保険者のうち、申立人と同一時期（おお

むね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した女性 38人（申立人を含む）

について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は 20 人であり、

その全員が資格喪失後約６か月以内に支給決定されている上、複数の同僚は、

「経理担当者からの説明を聞いて、脱退手当金を受給した記憶がある。」旨陳

述しているほか、３人の支給決定日が申立人と同日となっていることを踏まえ

ると、申立人についても、その委任に基づき事業主による代理請求がなされた

可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄には、脱

退手当金を支給したことを示す「脱退手当金」と記されているほか、支給額、

資格期間等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致していること

が確認できる上、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 31 年 12

月６日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 



さらに、申立期間に係る脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度

創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金が受給

できなかったことから、Ａ社を退職後、昭和 42年 11月１日まで厚生年金保険

への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえ

ない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7961 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17年６月から 19年６月１日まで 

             ② 昭和 20年２月１日から 21年８月まで 

             ③ 昭和 21年８月から 24年３月まで 

             ④ 昭和 24年４月から 26年３月まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務した期間の一部(申立期間①及び

②)、Ｂ社に勤務した期間（申立期間③）及びＣ社Ｄ支社（現在は、Ｃ社Ｅ

部門）に勤務した期間（申立期間④）が厚生年金保険の未加入期間とされて

いるので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社での申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番

号に係る被保険者台帳索引票には、申立人が従前から同社において健康保険の

みの被保険者であったことを示す「改」の表示が確認できることから、期間は

特定できないものの、申立人は、昭和 19 年６月１日以前から同社に在籍して

いたことが推認できる。 

しかし、日本年金機構Ｆブロック本部Ｇ事務センターは、「Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿に氏名が確認できる健康保険の整理番号１番

の同僚に係る厚生年金保険被保険者台帳払出票から、当該同僚の被保険者資格

取得日は昭和 19 年６月１日であることが確認できるため、同社が厚生年金保

険の適用事業所となったのは、同年６月１日である。」旨回答しており、同社

は、申立期間①において厚生年金保険の適用事業所とはなっていない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人と同様

に同社が適用事業所となった昭和 19 年６月１日に被保険者資格を取得してい

ることが確認できる同僚は、既に死亡又は所在不明となっている上、同社は、



21 年 10 月 31 日に適用事業所ではなくなっており、事業主も所在不明である

ため、同社及びこれらの者から、申立期間①における申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

申立期間②について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

申立期間に同社での在籍が確認できる同僚は、既に死亡又は所在不明となって

いる上、同名簿に氏名は確認できないものの、申立人が同社に入社した２年後

に入社し、申立人が同社を退職するときも同社に在籍していたとされる同僚は、

既に死亡しているため、これらの者から、申立期間における申立人の勤務実態

及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

また、前述のとおり、Ａ社は、既に適用事業所ではなくなっており、事業

主は所在不明であるため、申立期間②における申立人の勤務実態及び厚生年金

保険料の控除の状況等について確認できない。 

申立期間③について、申立人は、Ｈ県に所在したＡ社を退職後、Ｉ県に所

在したＢ社に勤務したと申し立てている。 

しかし、申立人が勤務したとするＢ社は、社会保険事務所（当時）に適用

事業所としての記録は無く、同社の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録

も見当たらない。 

また、Ｂ社について、オンライン記録において、類似の名称を含めて適用

事業所の検索を行ったが、Ｈ県及びＩ県に所在する該当事業所は確認できなか

った。 

さらに、申立人は、Ｂ社の事業主の名字しか記憶していない上、同僚の氏

名も記憶していないため、これらの者から、申立人の在籍状況及び厚生年金保

険料の控除の状況について確認できない。 

加えて、申立期間③のうち、昭和 23 年５月 10 日から 24 年２月 17 日まで

の期間について、オンライン記録から、申立人は、Ｊ社での厚生年金保険の被

保険者資格を取得していたことが確認でき、申立人は、当該期間においてＢ社

に在籍していなかったものと推認できる。 

申立期間④について、申立人は、Ｃ社Ｄ支社において、Ｎ業務を行ってい

た旨陳述しているものの、同社での同僚の氏名を記憶していないため、同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、同社での在籍が確認できる複数

の同僚に照会を行ったが、申立人のことを記憶する者はおらず、申立人の同社

における勤務実態について確認できない。 

また、Ｃ社Ｄ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、昭和 25

年５月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる同僚は、「Ｃ社Ｄ

支社では、私が入社した昭和 25 年にＯ事件があり、当時の同社在籍者であれ

ば、この出来事を記憶しているはずである。」旨陳述しており、同社発行の「Ｃ

社史」にも、同年６月＊日にＯ事件の記事が確認できるところ、申立人は、「上

記の出来事に関する記憶は無い。」旨陳述している。 



さらに、Ｃ社Ｋ部門及び同部門Ｌ出張所は、「申立期間当時の賃金台帳等は

残存しておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況等は不明

である。」旨回答している。 

加えて、Ｃ社Ｄ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

期間④における健康保険の整理番号に欠番は無く、連続して付番されているこ

とが確認でき、同名簿の記録に不自然さは見られない。 

なお、Ｃ社Ｄ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に氏名が確認

できる同僚及び同社Ｋ部門は、「当時、Ｍ機器の修理については、Ｍ機器を管

理する部署が外部に委託していたのではないかと思う。」旨回答していること

から、当該同僚がＣ社のＭ機器の修理を行っていたと記憶する同社の関連会社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したものの、申立人に係る被

保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間①、②、③及び④に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事

情は見当たらない上、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い

等による検索を行ったが、当該申立期間における申立人の厚生年金保険被保険

者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7962 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月 10日から 37 年４月１日まで 

私は、昭和 36 年 10 月 10 日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社したが、社会

保険事務所（当時）の記録では、同社での厚生年金保険被保険者資格の取得

日が 37 年４月１日となっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に氏名が確認できる複数の

同僚の陳述から判断すると、申立人は、昭和 36年 10月ごろから同社に勤務し

ていたことが推認できる。 

しかし、申立人が、自身の入社前からＡ社に在籍していたとする同僚二人及

び自身と同日に入社したとする同僚は、同社での申立人の被保険者資格取得日

と同日の昭和 37 年４月１日に被保険者資格を取得していることが、同社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認でき、申立期間当時の同社では、

従業員の入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことが

うかがえる。 

また、申立人は、「Ａ社では、入社後しばらく経ってから、一緒に入社した

同僚と同じころに健康保険被保険者証をもらったと思う。」旨陳述していると

ころ、当該同僚は、「私は、事業主の奥さんに健康保険に入りたいと２回から

３回申し出たところ、入社後半年ぐらいで健康保険被保険者証をもらった。入

社してから同被保険者証をもらうまでの期間の給与からは、厚生年金保険料は

控除されていなかった。」旨陳述している。 

さらに、Ｂ社は、「申立期間当時の資料は残存していないので、申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況等は不明である。」旨回答している。 



加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間にお

ける健康保険の整理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認で

き、同名簿の記録に不自然さは見られない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 7963（事案 3809の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年８月から平成元年９月まで 

私は、昭和 55 年８月から平成３年９月までの約 11 年間、Ａ社に勤務し

ており、毎月の給与額は 30万円程度であった。しかし、社会保険庁（当時）

の記録では、標準報酬月額は 30万円ではなく、15万円程度で推移し、低い

ときには８万 6,000 円となっており、実際に受け取っていた金額と余りに

も異なっている。納得がいかないので、申立期間の標準報酬月額を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人から給与明細書等の提出は無

く、また、これを確認できる資料も見当たらない、ⅱ）申立人と同時期（昭和

53 年８月から 56 年３月までの期間）にＡ社に入社した同僚 20 人の標準報酬

月額の変遷について確認したところ、11 人について標準報酬月額が減額され

た実績があり、標準報酬月額が 34 万円以上の者は見当たらないとして、既に

当委員会の決定に基づき、平成 21 年８月３日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

今回、申立人から新たな資料等の提出は無く、申立人は、「毎月の給与とし

て 30万円程度を受け取っていたことに間違いない。」と主張しているところ、

Ａ社の申立期間当時の給与担当者は、「給与は毎月二種類に分けて支払ってい

た。一つは本来の「給与」で銀行振込により支払い、もう一つは年３回支給さ

れる「賞与」を毎月払いにして手渡しで支払っていた。両方を足し合わせれば、

毎月の支給額は申立人の主張する金額になるものと考えられるが、社会保険事

務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、「給与」のみを対象としており、こ

の標準報酬月額に相当する保険料を給与から控除していた。また、申立人の水



揚げ額には変動があったので、標準報酬月額は一定ではなく、低い時期もあっ

たと思う。」と回答している。 

一方、申立人も、賃金の支給形態が「銀行振込」と「手渡し」の二種類であ

ったことを認めており、「両方を合わせると、申立てどおりの 30 万円程度で

あった。」旨陳述している。 

また、申立人は、「申立期間において、社会保険料控除額が高いと感じた時

期の同控除額は１万 8,000円ぐらいであった。」旨陳述しているものの、年金

事務所の記録における標準報酬月額に相当する保険料控除額とおおむね一致

する。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


